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（１） 地方分権の推進と地方の自立 

地方分権を強く推進しなければなりません。地方分権の推進は地域の自主性・自

立性の尊重と自己決定権の拡充を求めることでもあります。地域間競争のもとでよ

り住民に身近な存在としての市町村の行財政能力、そして地域住民の自治意識・能

力が問われる時代となりました。 

したがって、自治体の財政悪化を食い止め、縮小の努力を行い、安定した行政サ

ービスを次の世代へ引継ぐことも私たちの努めです。私たちには、住民と行政の協

働によるまちづくりの推進や行財政の合理化・効率化をすすめ、地域資源・公共財

等の有効活用を図り、地域経営の視点に立った個性と魅力あふれる地域づくりに取

り組むことが求められています。住民が主役であるまちづくりと合理的な行財政運

営を一層すすめる時代です。 

 

（２） 人口減少・少子高齢社会の到来 

平均寿命の伸長と少子化の一層の進行によって、わが国は人口減少社会に転換し

ていくと予想されています。保健・医療・福祉に対する行政需要の増大や労働力不

足、購買力の低下など、地域経済への影響が懸念されています。また、地域文化や

伝統文化の担い手であり、住民自治の基礎的組織として重要な役割を担っているコ

ミュニティの活力の低下など、地域社会に与える影響も大きなものがあります。 

 そうした中、高齢者や女性も積極的に参画することができる社会の構築や地域福

祉や社会保障制度の充実など、人口減少や少子高齢化に対応した社会づくりが求め

られています。 

 

（３） 環境を重視した社会システムへの移行 

これからの社会においては、環境に配慮した取り組みに対する関心と重要性はま

すます高まります。企業や官庁における環境マネジメントシステム国際規格の取得

に向けた取り組みの活発化や、ゴミ問題・再資源化への取り組みなど社会構造の転

換がすすみつつあります。また、森林や農地といった地域の自然環境が持つ国土・

環境の保全や防災といった公益的な機能も重視されています。 

こうしたことから環境保全活動とともに、環境と調和した生活や経済活動の仕組

みをつくることによって、環境への負荷を軽減する持続可能な循環型社会への変革

が地域においても求められています。 

第
１ 

序
論 

１ 時代の潮流 



 
2 

 

（４） 高度情報化の進展 

情報通信技術の飛躍的な進歩により、携帯情報端末の普及や高速インターネット

環境の整備がすすみ、社会経済や日常生活は大きく変化してきました。今後も、い

つでも、どこでも、誰でも簡単にコンピュータを使うことができる社会に向けて、

急速な技術革新がすすみます。 

 その一方で、高齢者に配慮した情報通信機器の開発や行政サービス・教育・医療・

防災面における高度情報通信システムの構築、情報活用能力の向上やコンピュータ

を利用する上での安全性の確保等に対応していくことが求められています。また、

全地域における携帯電話や高速通信の利用が可能となるよう、情報基盤格差を解消

する対応も求められています。 

 

（５） 低成長経済社会の到来と産業構造の変化 

わが国においては、長期にわたるデフレ経済の中で金融不安、雇用不安など深刻

な問題を抱えています。国では、低成長経済社会における新たな社会経済の仕組み

の構築に向けて、構造改革や規制緩和等による産業構造の転換をすすめています。 

 地域経済においても、公共投資に依存する割合が高い従来の産業構造の変革や新

たな地域産業の創出が必要となっており、地域の特性を活かした内発型の産業振興

が求められています。また、地域経済の発展や振興に寄与し、雇用の場として根付

いている地場産業は大きな変革期を迎えています。 
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（１） 合併の必要性 

①地方分権の推進による地方の自立 

地方分権の推進にともない市町村への権限移譲がすすむことが予想されます。こ

れにより、市町村が地域の特性に応じた自主的、自立的なまちづくりをすすめるこ

とがより一層求められます。その一方、権限移譲にともない必要とされる財源や人

材等の確保が求められます。 

こうした中、国が行う財源移転機能は縮小する傾向にあり、地方の自主的な財源

確保が求められます。財源を含めた地方の本格的な自立をすすめなければなりませ

ん。合併によって規模を大きくすることで得られる利点を活かし、地方の自立には

欠くことのできない地域の産業起こしと新たな雇用創出による経済政策が必要です。

若年者の地元定着や高齢者の能力発揮、女性の一層の社会参画、UJI ターンの促進等

を推進し、広域的かつ一体的な自立型経済圏の形成が強く求められます。 

 

②少子高齢化の進展にともなう社会構造の変化 

少子高齢化の急速な進展にともない、地域の担い手となる生産年齢人口が減少し

ています。社会構造は大きな転換期を迎えています。また、高齢化の進展にともな

い医療や福祉に対する一層の充実が期待される一方、自治体の負担の増大が懸念さ

れます。 

６町村は、平成 12 年国勢調査によると、高齢化率は 28.8％（全国値 17.3％）と高く、

一方で年少人口割合は 14.1％（全国値 14.6％）と低くなっています。財団法人日本統

計協会の市町村の将来人口によると、６町村は平成 27年には高齢化率が 34.4％（全国

値 26.0％）、年少人口割合が 12.0％（全国値 12.8％）と少子高齢化のさらなる進展が予

測され、社会構造の変化が６町村の社会経済に大きな影響を与えることが考えられ

ます。 

あらゆる世代にとって暮らしやすいまちにするためには、生活基盤の整備や交通

網の確保、情報通信サービスの普及、医療・福祉サービスの一層の充実等が求めら

れます。そのため、人的・財政的な基盤の強化を広域的かつ一体的にすすめていく

必要があります。 

※は国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口」（平成 14年３月推計）より 
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③拡大する生活圏に対応した自治体のあり方 

交通網の整備や情報通信技術の発達等にともない、市町村の区域を越えて人・も

の・情報等がめまぐるしく流出入する時代です。これまでの単独市町村による行政

サービスの提供では、通勤、通学、買物、通院等の住民の日常生活における行動範

囲に対応しているとは言いにくい状況にあります。より広域で、効率的な行政サー

ビスのあり方が求められています。 

６町村における通勤圏や通学圏、商圏、医療圏等をみると、人口の流動化がすす

んでおり、町村を越えて市街地が連担する状況もみられ、６町村内の日常生活の結

びつきが高まっているといえます。 

通勤圏では、誘致企業である製造業を中心として地域雇用の場を確保している木

次町へ、また通学圏では三刀屋町や大東町へ人口移動がみられます。商圏では、木

次町や三刀屋町への購買力の結びつきがみられます。医療圏では、公立雲南総合病

院があることから大東町への通院等が多くなっています。 

このような拡大する生活圏に対応するため、広域的かつ一体的なまちづくりが期

待されており、行政の体制やサービスのあり方を見直す必要があります。 

 

④単独町村では今後の財政運営が困難 

現在、地方財政においては、地方税収等の落込みや減税等により平成６年度以降

財源が不足しており、平成 15年度は 13 兆円を超える大幅な財源不足が生じています。

また、借入金残高が平成 15年度末には 199 兆円と見込まれ、対GDP比40％の規模に

まで増えています。こうした中、「三位一体改革」の方針に沿い、段階補正をはじ

めとした交付税制度の見直しや補助金制度の廃止、さらに自治体制度の見直しなど

が検討されるなど、自治体にとって予断を許さない状況となっています。 

６町村は、歳入の４割近くを地方交付税に依存しており、今後の交付税制度の見

直しにともなう削減がすすむ場合、歳入の大幅な減少が予想されます。 

一方、地方債残高は６町村それぞれに年々増加しており、平成 14 年度末現在で一

般会計では合計 508 億円、特別会計では合計 193 億円近い規模になっています（償還

額の一部を交付税措置する制度あり）。そして、公債費等の義務的経費は当面増加

することが予想され、歳入の減少と相まって財政の硬直化がすすむことが予想され

ます。また、経常収支比率や起債制限比率等も上昇傾向にあり、社会資本整備に充

てる普通建設事業費も大幅な減少を余儀なくされる状況です。 

こうした中で、歳入の増加や歳出の削減といった財政の健全化への取り組みが必

要です。 
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また合併の有無にかかわらず、今後とも財政運営が厳しくなる傾向は同様ですが、

合併を選択することにより、行政の効率化を図るとともに、新市の建設計画実施期

間（20 年）において、国や県の支援策を有効に活用し、産業振興を図るなど税収の

増加を図る方策の展開をすすめます。合併によって、このような今後の地域経営を

安定的・持続的に行うための「猶予期間」を得ることができます。この期間に地域

の発展を図ることが大切です。 

 

⑤多様化する行政課題に対応する人材の確保 

阪神・淡路大震災以降、地方公共団体における危機管理機能のより一層の強化が

求められています。住民の生命や財産、安全を確保するために、行政が重要な役割

を担うべきであると考えられるようになりました。また、高齢化に対応した多様な

介護保険サービスの提供、豊かな自然を守り育てる環境保全の推進と循環型社会の

実現、ITを活かした多様な情報提供サービス等、今後は特に防災や福祉、環境、IT

等において高度で専門的な知識や技術を活かした実効性のある行政サービスが求め

られています。 

こうした状況を踏まえ、政策立案能力の高い行政職員の育成確保や、単独町村で

は配置することが難しい専門担当職員を配置することが必要です。合併をとおして、

６町村で重複する管理部門をはじめとする人員を削減し、多様化する行政課題に対

応可能な行政機構や人材確保をすすめていくことが求められます。 

 

第
１ 

序
論 



 
6 

 

（２） 合併の効果 

①市制施行による新たな地域発展のチャンス 

６町村は、合併特例法に基づく市制移行の要件である人口３万人以上という基準

を満たしており、県内唯一新たに市制移行が可能となる地域です。魅力ある新市の

名称の選定や新市の地域像・知名度の宣伝を通じて、６町村全体の印象を高め、企

業誘致や定住促進、交流人口の拡大、農産物販売等において、幅広い効果が期待で

きます。町村では期待できなかった重要プロジェクトの実施や大規模な催しの誘致

等の可能性が高まります。また、福祉の分野においては、新市の福祉事務所を設け

ることにより、これまでより統一的・総合的な福祉施策が展開できます。さらに、

権限移譲を受けやすくなり、地域の総合的な経営主体としての自治体の権限・責任

が強化されます。市制施行により新たに「市役所」が設置されることになります。

行政機構は部制となることにより、防災、福祉、教育、産業振興等において、強力

に施策を展開できる「市役所」組織を構築するとともに、地方分権時代にふさわし

い行政システムの構築に向けて取り組むきっかけとなります。 

このように、６町村が市制をしくことにより、地域発展のチャンスをつくり出し

ていきます。 

 

②広域的な視点によるまちづくりの推進 

従来の町村の枠組みを越えることにより、広域的な視点に立って、土地利用や全

体構想、道路網や公共施設、市街地の整備等をすすめることが可能となり、よりス

ケールの大きなまちづくりが可能となります。 

財政的には、合併に係る財政支援制度（特例債等）を活用して、広域的な視点か

ら新市の建設に必要な社会資本整備を効率的かつ集中的にすすめることができます。 

６町村の多様な資源を活用して、自然や歴史文化、農村体験、教育等の共通する

テーマをもつ観光振興事業や生涯学習事業等を推進することが可能となります。 

 

③住民サービスの維持・向上 

合併によって規模を大きくすることで得られる利点として、これまで単独町村で

は確保できなかった専門職員の配置が可能となり、法務や政策立案、都市政策、産

業振興、情報化、環境保全、人権保護、国際化等の専門的かつ高度な行政サービス

を提供することが可能となります。 

既存の文化・スポーツ施設をはじめとする各種公共施設については、地域全体の

共有財産として利用できるようになると同時に、情報通信技術等を活用して一元管
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理することにより、維持費の削減や施設稼働率の向上が可能となります。行政機関

については、これまで通りの行政サービスを受けることができる窓口が増え、通勤・

通学や通院、買物等の際に利用ができ便利になります。 

また、これまで６町村が取り組んできたケーブルテレビ事業を活かして、広域的

な情報通信ネットワークをもつ国内の中山間地域におけるIT先進区域の創造をすす

めることが可能です。同じように、単独町村でそれぞれに対応していたバス等の公

共交通網を再編することにより、通勤・通学など住民にとってより利便性の高い広

域交通ネットワークの構築が可能となります。 

 

④行財政運営の効率化と財政基盤の強化 

 首長、助役、収入役、教育長や議会議員、各町村に置くこととされている委員会

や審議会の委員、事務局職員等の総数が減少することにより、経費が節減されます。

また、総務、企画等の管理部門の効率化が図られ、職員数を全体的に少なくするこ

とができます。 

 新市全体から見た広域的観点から公共施設が効率的に配置され、類似施設の重複

がなくなるなど、新市全体の社会資本整備がすすみます。新たな産業創出や地域の

取り組みに対して、重点的な投資が可能となります。また、このような新たな産業

創出や企業誘致等に取り組むことにより、税収の増加を図り、税源の涵養による財

政基盤の強化が可能となります。 
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（１） 計画策定の趣旨 

 本計画は、大東町、加茂町、木次町、三刀屋町、吉田村、掛合町の合併後の新市

を建設していくための基本方針や主要施策などを定め、新市建設を総合的かつ効果

的に推進するために策定するものです。あわせて、６町村のこれまでのまちづくり

の成果を引き継ぎ、発展させるとともに、速やかな一体化を促進し、住民福祉の向

上と均衡ある地域発展を図り、住民と行政との協働による地域づくりを推進するた

めの指針とするものです。 

  

（２） 計画の構成 

 本計画は、新市のまちづくりの基本方針、新市のまちのすがた、まちづくりの主

要施策及び財政計画などを中心として構成します。 

 

（３） 計画の期間 

本計画における主要施策、公共施設の統合整備及び財政計画は、合併年度である

平成16年度及びそれ以降の20年間となる平成36年度までの期間について定めます。 

 

（４） その他 

新市建設の基本方針の設定にあたっては、将来を見据えた長期的視野に立つもの

とします。また、他の自治体にない特徴的な事業や新規に強力にすすめるべき施策

について明らかにします。 

公共的施設の統合整備については、住民生活に急激な変化を及ぼさないよう十分

配慮し、地域のバランスや財政事情を考慮しながら逐次整備していくものとします。 

財政計画については、地方交付税、国や県の補助金、地方債等の依存財源を過大

に見積もることなく、新市において健全な財政運営が行われるよう十分留意して策

定するものとします。 
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（１） 地勢 

大東町・加茂町・木次町・三刀屋町・吉田村・掛合町で構成される新市は、島根県

の東部に位置し、松江市、出雲市に隣接し、南部は広島県に接しています。 

新市の南部は毛無山（1,062m）を頂点に中国山地に至り、北部は出雲平野に続い

ていることから、標高差が大きくなっています。新市内には、斐伊川本流と支流の

赤川・三刀屋川・久野川、その支流である阿用川、吉田川などが流れているほか、

神戸川に注ぐ稗原川、波多川が流れています。 

加茂町から大東町、木次町、三刀屋町にかけて、斐伊川と赤川、三刀屋川の合流

地点を中心とした平坦部が広がっていますが、南部は中国山地に至る広範な山間部

です。 

総面積は 553.4k ㎡で島根県の総面積の 8.3％を占め、その大半を林野が占めていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

松江市   

新 市 

出雲市   

  

資料：国土交通省国土地理院 

「全国都道府県市区町村別面積調」 

（平成 13 年 4 月 1 日現在） 

 

大東 

152.23k ㎡ 

加茂 

30.9１k ㎡ 

木次 

64.07k ㎡ 

三刀屋 

82.68k ㎡ 

掛合 

109.5k ㎡ 
吉田 

113.98k ㎡ 
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（２） 気象 

北部の大東町や加茂町の平均気温は 14℃前後ですが、南部の吉田村や掛合町では

12～13℃です。年間降水量は約 1,700～1,900 ㎜程度です。冬季には北部の加茂町で

も降雪があり、南部の掛合町や吉田村、大東町や木次町の山間部等では降霜や積雪

により農作物や交通等への影響もありますが、近年は暖冬傾向により根雪になるこ

とはほとんどありません。 

 

（３） 歴史 

新市内にはヤマタノオロチの伝説で知られる斐伊川が流れ、各地に神話や伝説が

残り、加茂岩倉遺跡などの多くの遺跡や古墳が発掘されています。こうした遺跡や

神社、地名の由来は、「出雲国風土記」にたどることもできます。 

古くから斐伊川の支流周辺の低地では農耕が営まれ、山間地ではたたら製鉄や炭

焼きが盛んに行われてきました。また、山陰と山陽を結ぶルート上に位置すること

から、古くから陰陽を結ぶ交通の要衝として栄えてきました。 

新市内の行政区域は、明治５年の廃藩置県や明治 22 年の町村制施行、昭和 27～33

年の合併などを経て、現在の行政区域となっています。 

 

【新市各町村の沿革】 

○大東町   昭和 26 年に大東町、春殖村、幡屋村、佐世村、阿用村の５町村が

合併して新しい大東町となり、その後、昭和 31 年に海潮村を編入合

併し、現在に至る。 

○加茂町   昭和９年に加茂町、屋裏村、神原村の合併によって加茂町となり、

現在に至る。 

○木次町   昭和 26 年に旧木次町と斐伊村が合併し、昭和 30 年には日登村、仁

多郡温泉村が合併し、雲南木次町となった。昭和 32 年に木次町と改

称し、同年に飯石郡三刀屋町の一部を編入して現在に至る。 

○三刀屋町  昭和 16 年に他町村に先がけて旧三刀屋町と旧一宮村が合併し、三

刀屋町となり、昭和 29 年に三刀屋町、旧飯石村、鍋山村、中野村の

４ヵ町村が合併し、現在に至る。 

○吉田村   昭和 29 年に旧吉田村、旧田井村の２村の合併により吉田村となり、

現在に至る。 

○掛合町   昭和 26 年に掛合村、多根村、松笠村が合併して掛合村となり、同

年に町制を施行、さらに昭和 30 年に掛合町と波多村が合併して、現

在に至る。 
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（４） 人口 

①総人口 

新市の総人口は、平成 12 年国勢調査によると 46,323 人です。平成７年から平成 12

年の５年間に 1,925 人減少しており、近年、減少傾向が強まっています。各町村にお

いて減少傾向が続くなか、加茂町では微増し、人口減少に歯止めがかかっています。 

 

②世帯数 

新市の世帯数は、平成 12 年国勢調査によると 12,960 世帯です。平成７年から平成

12 年の５年間に 238 世帯増加しており、12,500 世帯程度の横ばいから増加傾向に転じ、

13,000 世帯に近づいています。加茂町や三刀屋町での増加数が多く、吉田村と掛合

町では減少しています。 

 

③人口構成 

国勢調査による年齢別人口構成は、年少人口割合の低下と高齢化率の上昇が続き、

平成２年には高齢化率が年少人口割合を上回りました。近年、その変化は加速して

おり、平成 12年の新市の年少人口割合は 14.1％、高齢化率は 28.8％です。 

町村別には、年少人口割合は三刀屋町、掛合町で 13％台と他町村より低く、高齢

化率は加茂町、木次町の 27％台に対し、吉田村、掛合町では 33％台と高齢化が特に

進行しています。 

 

④人口動態 

人口動態は、島根の人口移動と推計人口によると、自然動態では出生数を死亡数

が上回り、社会動態では転入数を転出数が上回り、ともに人口減少の要素となって

います。特に、出生数は年々減少してきており、平成 13 年 10 月から平成 14 年 9 月の

１年間では 332 人となっています。町村別にみると、自然動態では全町村で減少、

社会動態では木次町のみが社会増となっています。 
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（５） 産業 

①産業構造 

平成 12 年国勢調査による６町村内の産業別就業者数の内訳は、第一次産業 14.7％、

第二次産業 34.7％、第三次産業 50.5％です。町村別にみると、第一次産業では吉田村、

第二次産業では加茂町、第三次産業では木次町などが他町村より高い割合となって

います。 

また、平成 12 年度しまねの市町村民経済計算による経済活動別総生産の内訳は、

第一次産業 2.8％、第二次産業 33.3％、第三次産業 67.0％となり、業種別では製造業

が最も高い割合を占めています。各町村における総生産に占める割合が最も高い業

種は加茂・木次・掛合で製造業、三刀屋で建設業、吉田で不動産業、大東で行政や

医療などの政府サービス生産者となっています。 

 

②農林業 

 農業は、木次町・吉田村を中心に有機農業への先駆的な取り組みが行われ、安

心・安全な農産物の生産地としての評価を得ています。新市内では、米や畜産、ぶ

どう、茶、葉ねぎ、ほうれん草、花き栽培など、良質な農産物の生産、乳製品やワ

イン、味噌、餅などの豊富な加工品が生産されています。また、JA 雲南を通じた出

荷に加えて、大東町の産直市、吉田村の(株)吉田ふるさと村の契約栽培、木次町や

掛合町の道の駅での販売など、独自の販路も確保されています。 

 零細な経営基盤が多く、担い手の高齢化がすすむなか、各町村で農業法人や集落

営農組織による取り組みが行われています。 

 新市は、広大な林野面積をもち、豊富な森林資源を有していますが、木材価格の

低迷等から林業生産活動は停滞しています。しかしながら、保育・育林作業が必要

な人工林も多く、慢性的な人手不足が生じています。 

 近年では、山林や農地の荒廃がすすみ、農林作物等への獣被害が深刻化し、さら

に耕作放棄地が拡大してきており、さまざまな獣被害対策が実施されています。 

 

③工業 

 工業は、木次町・加茂町等に工業団地が整備されており、誘致企業をはじめとす

る事業所が立地しています。特に、木次町には一般機械製造業、電気機械製造業等

の集積がすすんでおり、平成 13 年工業統計調査の製造品出荷額等は県内第５位です。

新市を産業中分類別でみると、食料品、衣服、木材、一般機械などの事業所数が多

くみられます。 
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④商業 

 木次町や三刀屋町が小売業中心地となっており、商業集積や商業環境が充実して

います。一方、大型店や専門店への指向から他市町への購買力の流出により、各町

村の中心市街地の商店街では空洞化や低迷が顕著になりつつあります。 

 

⑤観光 

 新市は豊かな自然や歴史資源に恵まれており、観光資源が豊富にあります。また、

公園、温泉、博物館、ゴルフ場、道の駅等の観光・レクリエーション施設が多数整

備されており、平成 14 年島根県観光動態調査によると新市には年間 73 万人が訪れて

います。年間宿泊者数は約５万人です。 

 

⑥雇用 

 新市内の民営事業所数は、平成 13 年事業所・企業統計調査によると 2,552 事業所で

あり、これらの事業所の従業者数は 16,045 人となっています。景気の長期低迷等に

よって企業誘致政策が困難化しつつあり、地域における雇用確保は厳しい情勢があ

ります。 

 また、各町村には、施設管理・運営や農産物販売等を行う第三セクターが設立さ

れています。 

 

（６） 交通・情報 

①道路 

山陰と山陽を結ぶ国道 54 号が、宍道町で国道９号から分岐して新市内を南北に貫

き、国道 314 号が三刀屋町から南東に伸びています。国道 54 号により南北の幹線道

路軸は充実していますが、現在県道・町道などによって結ばれている東西の幹線道

路軸が不足しています。また、新市中心部を南北に貫く中国横断自動車道尾道松江

線の整備がすすんでおり、平成 15 年には三刀屋木次インターチェンジが開設されま

した。今後は、吉田村にインターチェンジが整備されることとなっています。 
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②公共交通機関 

 新市内の公共交通機関としては、JR 木次線とバス交通があります。 

JR 木次線は宍道駅で JR 山陰本線に接続しており、大東町・加茂町・木次町を経由

しています。 

バス交通については、国道 54 号、主要地方道出雲三刀屋線を都市間高速バスが運

行しています。また、大東町松江市間は一畑バスが、三刀屋町出雲市間は民間委託

バスがそれぞれ運行しています。近年、民間バス路線の廃止・撤退等が相次いでお

り、各町村とも町村営バスを運行して交通手段を確保しており、広域運行や掛合町

の路線バスとタクシーの中間的交通機関「だんだんタクシー」の運行など、各町村

で工夫を凝らしたバス運行がなされています。 

 

③情報通信 

加茂町・木次町・三刀屋町の KKM テレビﾞ雲南、大東町の DAITO よいとこネット、

吉田村・掛合町をカバーするいいし夢ネットと、ケーブルテレビの整備が先駆的に

すすめられています。 

 

（７） 生活環境 

①環境衛生 

 上下水道については、各町村が単独で実施しているほか、木次町・三刀屋町が水

道企業団と公共下水道事務組合を構成して実施しています。し尿処理は６町村のほ

か４町の広域により実施しています。 

 ごみ処理は、加茂町外三町清掃組合と飯石郡町村事務組合により実施しており、

いずれの一部事務組合でも処理施設や最終処分場を整備中です。 

 また、６町村のほか２町で構成する火葬場組合により、火葬場を運営しています。 

 

②消防・防災 

 消防・防災体制としては、警察は木次署・掛合署、消防は雲南 10 町村の広域消防

署が設置されています。このほか、非常備消防として各町村に消防団があります。 

 また、現在、斐伊川治水対策として木次町に尾原ダムの建設がすすんでいます。 
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③環境保全・エネルギー 

 新市内には豊富な森林資源や自然豊かな河川が多く、各町村に桜並木、滝、ホタ

ル等の特徴的な自然資源があります。 

こうした豊かな自然資源を守るため、大東町の赤川ほたる保存会や加茂町の赤川

ラブリバー事業など、各町村で行政や住民による環境保全や水辺空間整備の取り組

みが盛んに行われています。また、大原郡３町と三刀屋町では、ポイ捨て禁止条例

を制定していますし、掛合町においても環境保全審議会設置条例を制定し、環境保

全の監視等を行っています。 

 さらに、加茂町の ISO14001 認証取得や大東町や木次町での太陽光発電施設への

支援、バイオディーゼル車や木質バイオマス導入の検討等がすすめられ、さらに住

民主体の再資源化や環境保全の活動、新エネルギー導入に向けた積極的な取り組み

がすすんでいます。大東町や木次町においては、省エネルギーの取り組みもすすめ

られています。 

 

④住宅・住環境 

 各町村で住宅・宅地整備がすすめられており、住宅団地の整備を図った加茂町で

は、人口減少に歯止めがかかるなど、定住促進に効果を上げています。 

 また、中国横断自動車道インターチェンジの整備や土地区画整理事業等にともな

い、大東町・木次町・三刀屋町・吉田村では、道路や街路、公園や住宅等を一体的

に整備予定であり、各町村での市街地整備がすすみつつあります。 

 

⑤医療 

 新市内には、大東町に公立雲南総合病院、木次町に奥出雲コスモ病院、三刀屋町

に平成記念病院の３病院と、掛合町に国民健康保険掛合診療所、国民健康保険直営

波多出張診療所などが立地しています。特に、公立雲南総合病院は新市内の中心的

な医療機関となっています。 

 

⑥保健・福祉 

 介護保険事業は雲南広域連合により実施しており、各町村に各種介護保険施設、

老人福祉施設、障害者福祉施設が設置されています。 

また、各町村に保健センター等の保健・福祉の拠点施設が整備されており、行政

はもとよりボランティアグループや民間事業者等による地域に根ざした保健・福祉

活動が展開されています。 
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⑦子育て支援 

 各町村で保育所を設置していますが、少子化がすすむなか、保育所での乳児保育

や延長保育、また幼稚園での３歳児保育などの需要が高まっています。 

大東町、掛合町では乳児保育、延長保育、一時保育、子育て支援センターの設置

やファミリーサポート事業の導入をしています。なお、乳児保育は、加茂町、木次

町、三刀屋町、延長保育は加茂町、子育て支援センターは木次町でも実施されてい

ます。 

 

（８） 教育・文化 

①幼稚園・小学校・中学校・高等学校 

 幼稚園は４町に設置し、多様な保育サービスへの需要が高まるなか、大東町、木

次町、三刀屋町では全幼稚園で３歳児教育を実施しています。 

 小学校は 25 校、中学校は７校あり、加茂町の幼・小・中がそれぞれ１校ずつの特

色を活かした一貫教育や木次町の学校給食への無農薬野菜の導入など、各校で特色

ある学校教育が推進されています。 

 高等学校は大東高校、三刀屋高校、三刀屋高校掛合分校があります。平成 16 年度

から三刀屋高校では普通科が総合学科へ移行されます。 

 

②文化・スポーツ 

 新市には、加茂町のラメール、木次町のチェリヴァホール、三刀屋町の文化体育

館アスパルなどの文化ホールや、多数の体育館やプール、大東町の全天候型三種陸

上競技場や各種のスポーツ・レクリエーション施設があります。また、大東町の古

代鉄歌謡館、加茂町の空外記念館、三刀屋町の永井隆記念館、吉田村の鉄の歴史博

物館等、特色ある文化施設も豊富です。図書館は大東町・木次町に設置されていま

す。 

 

（９） 地域資源 

新市内の各地域に共通する資源としては、斐伊川を中心とする河川や豊富な森林

に代表される自然環境があります。また、歴史文化では、出雲神話の舞台として各

地に史跡や伝説、神楽等が伝承されており、産業では、圏内全体で農林産物の生産

や食材の製造が盛んです。 
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<主な地域資源> 

○大東町  自然では赤川のほたるや棚田百選に選ばれた山王寺棚田、海潮温泉な

どがあり、歴史文化では日本初の宮の須我神社があるほか、和歌の発

祥の地でもあります。 

○加茂町  歴史文化として全国一の 39 個の銅鐸が出土した加茂岩倉遺跡や神原

神社古墳があり、産業では誘致企業を中心とした製造業等の集積があ

ります。 

○木次町  日本桜名所百選に選ばれた斐伊川堤防の桜並木や湯村温泉、ヤマタノ

オロチ伝説などの自然、歴史文化があります。産業では木次拠点工業

団地に県内屈指の製造業集積のほか有機農業への先駆的な取り組みが

あります。 

○三刀屋町 自然では三刀屋川桜並木の御衣黄や雲見の滝などがあり、歴史文化で

は峯寺や町出身の永井隆博士の精神を受け継ぐ平和賞などがあります。 

○吉田村  歴史文化ではたたら製鉄の遺構や当時の繁栄を物語る街並みなどが残

っており、産業では無農薬野菜や無添加の農産加工品の製造が盛んで

す。 

○掛合町  自然では自然公園や日本の滝百選に選定された龍頭が滝・八重滝など

豊富な自然環境があり、歴史文化では、掛合太鼓や田植え囃子など、

農村の生活文化が豊富です。 

 

（10） 行政・財政 

①財政 

 各町村の財政状況を財政力指数でみると、各町村ともに平成 14 年度では 0.14 から

0.36 までの低い数値となっています。また、各町村とも経常収支比率や公債費比率

が高まっており、財政が硬直化しています。 

 

②行政組織 

 各町村の職員数の合計は平成 14 年４月１日現在で、一般行政部門が 462 人、特別

行政部門が 131 人、公営企業等が 54人、合計 647 人です。 

 

③議会 

 各町村の議員数の合計は 92 人（平成 15 年 11 月１日からは 90 人）です。報酬につい

ては、各町村で開きがあります。 

 

第
２ 

新
市
の
概
況 



 

 
18 

                                 

 

 

（１） 人口移動 

６町村全体の常住人口と昼間人口は、平成 12 年国勢調査によると、常住人口

46,322 人に対し昼間人口 43,094 人と昼間人口が下回っており、昼夜間人口比率は

93.0％となっています。町村別には、木次町において昼間人口が上回っている以外

は他町村に流出している状態であり、特に大東町、加茂町、吉田村で昼夜間人口比

率が 80％台と他町村より流出傾向が強くなっています。 

 

（２） 通勤・通学 

 他市町村への通勤状況については、平成 12 年国勢調査によると、６町村内では三

刀屋町から木次町へ勤務者の 12.6％が通勤しているほか、加茂町から大東町・木次

町へ、大東町から木次町へ、木次町から三刀屋町へ、吉田村から木次町・掛合町・

三刀屋町へ、掛合町から三刀屋町へそれぞれ５％以上が通勤しています。また、６

町村外では、大東町・加茂町から松江市へそれぞれ 10％以上が通勤しています。 

 他市町村への通学状況では、６町村内では高等学校の立地から、三刀屋町へ吉田

村から通学者の 53.8％、木次町から 40.0％、掛合町から 29.9％が通学しているほか、

大東町へ加茂町から通学者の 38.3％、木次町から 13.7％が通学しています。６町村外

では、大東町・加茂町・木次町から松江市へそれぞれ 20～30％近くが通学していま

す。 

 

（３） 商圏 

 商圏は、平成 14 年の島根県商勢圏実態調査によると、各町村から６町村内では木

次町・三刀屋町、６町村外では出雲市・松江市・宍道町へ購買力が流出しています。

特に、大東町から松江市、三刀屋町から木次町・出雲市、掛合町から三刀屋町・出

雲市へは 15％以上の購買力流出となっています。また、各町村の購買力流出先は複

数の市町村となっています。 

 

（４） 医療圏 

 医療圏は、平成 11 年の島根県患者調査によると、６町村内では公立雲南総合病院

が立地する大東町、６町村外では島根大学医学部付属病院、県立中央病院が立地す

る出雲市への通院・入院が多くなっています。特に、加茂町から大東町、三刀屋

町・掛合町から出雲市へは外来・入院患者数の 20％以上が通院・入院しています。 
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※各町村に常住する勤務者に占める他市町村勤務者の割合  

資料：国勢調査（平成 12年）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各町村に常住する通学者に占める他市町村通学者の割合  

資料：国勢調査（平成 12年）  

 

 

 

 

 

 

 

●通勤の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●通学の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10％以上        

5％以上 10％未満  

 

木次町 

加茂町 

大東町 

三刀屋町 

掛合町 
吉田村 

出雲市 

松江市 

木次町 

加茂町 

大東町 

三刀屋町 

掛合町 
吉田村 

出雲市 

松江市 

50％以上 

４0％以上 50％未満 

30％以上４0％未満  

20％以上 30％未満  

10％以上 20％未満 
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●購買力流出の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●通院・入院先の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

木次町 

加茂町 

大東町 

三刀屋町 

掛合町 
吉田村 

出雲市 

松江市 

宍道町 

15％以上         

10％以上 15％未満   

5％以上 10％未満   

 
※全商品加重平均による購買力流出率  

資料：島根県商勢圏実態調査報告書（平成 14年 3月）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

木次町 

加茂町 

大東町 

三刀屋町 

掛合町 
吉田村 

出雲市 

松江市 

※病院・診療所への外来・入院患者数に占める他市町村施設患者数の割合  
資料：島根県患者調査（平成 11年）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20％以上         

15％以上 20％未満 

  

10％以上 15％未満      
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（５） 広域行政 

 雲南６町村における広域行政の実施状況は、次のとおりです。 

 

分野 名称 構成町村 

防災・ 

消防・救急 
木次町外９町村消防組合 

６町村及び仁多町・横田町・ 

頓原町・赤来町 

病院 大東町外９ヵ町村雲南病院組合 
６町村及び仁多町・横田町・ 

頓原町・赤来町 

介護保険 雲南広域連合 
６町村及び仁多町・横田町・ 

頓原町・赤来町 

上下水道 

木次三刀屋水道企業団 木次町・三刀屋町 

木次町・三刀屋町 

公共下水道事務組合 
木次町・三刀屋町 

ごみ処理 

加茂町外三町清掃組合 
加茂町・大東町・木次町・ 

三刀屋町 

飯石郡町村事務組合 
吉田村・掛合町・頓原町・ 

赤来町 

し尿処理 
木次町外 10 ヶ町村 

雲南環境衛生組合 

６町村及び仁多町・横田町・ 

頓原町・赤来町・宍道町 

火葬場 三刀屋町外７町村火葬場組合 ６町村及び頓原町・宍道町 

情報 

加茂町・木次町・三刀屋町 

ケーブルテレビ組合 
加茂町・木次町・三刀屋町 

飯石郡町村事務組合 吉田村・掛合町・頓原町・赤来町 

その他 

木次町吉田村国民宿舎組合 木次町・吉田村 

出雲広域農業共済事務組合 

６町村及び仁多町・横田町・ 

頓原町・赤来町・出雲市・平田

市・簸川郡内５町村 
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広 域 圏 名 雲南地区広域市町村圏 

計 画 名 ゆうきの里雲南  雲南地区ふるさと市町村圏計画 

策 定 年 度 平成 13年度 

計 画 期 間 基本構想：H13～H22 年度   基本計画：H13～H17 年度 

計 画 区 域 
仁多町・横田町・大東町・加茂町・木次町・三刀屋町・ 

吉田村・掛合町・頓原町・赤来町（10 ヵ町村） 

基 本 理 念 

ゆうきの里 雲南 ～旬を感じ、命を育む～ 

【“ゆうき”の意味】 

■有機/各町村と雲南全体の有機的連携、体に安全な有機農業 ■有季/季節

の変化が明快で、旬を感じることができる地域   ■勇気/新しい価値観を受け

入れる勇気を持った地域   ■遊気/遊び心のある地域  ■裕気/心に余裕の

ある生活が実現できる地域  ■優気/互いを思いやる優しさに包まれた地域 

地    域 

イ メ ー ジ 

〇生活の質を重視した、クオリティオブライフが実現できる地域 

〇高度情報化社会のメリットを享受でき、世界に開かれたオープンな地域 

〇高齢者や女性の社会進出が容易な、支援体制の充実した地域 

〇ゆとりの暮らしと充実した余暇活動が展開できる地域 

〇安全性が確保され、自然の中で健康に暮らせる地域 

施 策 大 綱 

 

施 策 の 

基 本 的 な 

方 向 

１．ものづくり 

〔産業の振興〕 

（１） 多面的な農林業の推進 

（２） 地場産業・商業の振興 

（３）多様な就労形態の支援 

２．イメージづくり 

〔観光の振興〕 

（１）ふるさと資源を活用した雲南一体の広域観光の振興 

（２）広域連携事業の推進 

（３）情報発信による地域イメージの向上 

３．安心づくり 

〔環境・基盤整備〕 

（１） 雲南をつなぐ情報網の構築 

（２）安らぎと安心のネットワークづくり 

（３）雲南を結ぶ利便性・安全性の高い交通基盤の整備 

（４）快適な生活関連施設の整備 

（５）地域防災体制の整備 

（６）自然環境の保全 

４．人づくり 

〔教育・文化の振興〕 

（１）地域に根ざした学校教育の充実 

（２）多様性に富んだ生涯学習活動の展開 

（３）特色ある文化・芸術活動の推進 

（４）心かようコミュニティ活動の推進 

（５）地域を担う人材の育成 

計画の推進 

計画の推進にあたっての民間と行政の役割分担 

住民の参加 

行財政の健全化（広域行政の推進、財政の健全化） 

計画推進の組織体制（雲南広域連合の役割、住民組

織・各種団体等） 
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（１） 合併後の新しいまちの重点課題 

 新しいまちづくりと合併に関する住民アンケート調査によると、合併後の新しい

まちにおける重点課題は、高齢者等の福祉サービスの充実、企業誘致・雇用の場の

確保、医療施設の整備、生活道路の整備、町民バス等の充実などが上位に挙がって

います。少子高齢化の進行や経済の停滞による雇用不安といった近年の社会情勢や、

各地域における道路・下水道などの生活基盤の整備状況や公共交通の利便性等を反

映した結果となっており、医療・福祉、道路・交通、産業・雇用などが新しいまち

における重点課題として捉えられています。 

 

（２） 合併に対する期待 

合併に対する期待は、職員・議員の減少による経費削減が突出しており、合併に

ともなう行政コストの削減効果に高い期待が寄せられています。次いで、重点課題

としても上位に挙がった医療・福祉施設の連携によるサービスの向上のほか、新市

の資源を活かした産業振興や市制移行による新たな地域発展が期待されています。 

また、新しいまちづくりをすすめていく上で、特に新産業の創出による雇用の場

づくりに取り組んでほしいとする人が非常に多いほか、地域と密着した行政機構や

体制を求める回答も上位となっており、行政区域の拡大に対応した行政機構のあり

方への期待も高くなっています。 

 

（３） 合併に対する不安 

６町村の合併に対して不安に思うこととしては、行政区域が広がることによって、

きめ細やかな行政サービスが受けられなくなることや住民の意見が反映されにくく

なるといった項目が挙がっています。また、本所の所在地と周辺部との間で格差が

生じる、本所が遠くなり利便性が悪くなるといった懸念もあります。 

 

 

 
※)新しいまちづくりと合併に関する住民アンケート調査 

調査期間：平成１４年１１～１２月 

調査対象：新市に居住する全世帯（12,652 世帯） 

回収結果：有効回収数 6,157 件(有効回収率 48.7％) 
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（１） 地域の特性 

①斐伊川流域を形成する地勢的に一体性のある地域 

６町村には、中国山地の山間を県東部最大の河川である斐伊川が流れ、古くから

内陸水運として圏域の暮らしや経済を支えていました。斐伊川本流とその支流であ

る三刀屋川や赤川等の結びつきから、地勢的に連続性があり、一体性のある地域と

いえます。 

②水と緑に囲まれたうるおいのある穏やかなイメージをもつ地域 

 ６町村は、豊かな森林や河川、滝など、中山間地域ならではの豊かな自然環境に

囲まれています。桜やほたるといった身近な自然と調和したまちづくりや、地域資

源を活かした温泉施設や観光施設の整備など、圏域全体として水と緑が醸し出すう

るおいのある穏やかな印象をもっています。 

③個性あふれる歴史・文化が息づく地域 

 ６町村は、出雲神話の舞台であるとともに、銅鐸やたたら製鉄など、地域特有の

歴史や文化をもつ地域です。また、農村景観や神楽、囃子など、暮らしに根ざした

農村文化が豊富であり、個性あふれる歴史・文化が息づいています。 

④暮らしを支える道路網を共有する地域 

６町村では、国道 54 号が松江圏と広島圏を結ぶ交流軸として、また６町村内を結

ぶ幹線道路として重要な役割を果たしています。このほか共通の主要道路として国

道 314 号、主要地方道松江木次線（県道 24 号）及び主要地方道出雲三刀屋線（県道

26 号）があり、圏域内外を高速網で結ぶ中国横断自動車道尾道松江線の整備もすす

んでいます。いずれの路線も住民の暮らしを支える幹線道路網を共有する地域とい

えます。 

⑤ケーブルテレビによる次世代に対応した ITネットワークを備えた地域 

 ６町村では、ケーブルテレビの整備に先駆的に取り組んできました。既に６町村

全体に高速大容量、双方向通信が可能な情報通信基盤が整備されており、さまざま

な可能性をもつ次世代に対応した IT ネットワークの基盤を備えています。 

⑥新鮮で安全な農産物が生産され、県内有数の製造業が集積する地域 

 本圏域では、有機農業等への取り組みによって、新鮮で安全な農産物や食材が豊

富に生産されています。また、県内屈指の製造業の集積地として圏域内外の雇用を

支え、加えて、商業集積もすすむなど特色ある地域産業が育っています。 
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⑦高等教育機関や中核的医療機関が立地し、生涯学習活動が盛んな地域 

 ６町村には高等教育機関や中核的な医療機関が立地し、圏域内の教育環境や保

健・医療・福祉の環境を形成しています。生活していく上で、必要な機能を内包し

ています。また、特色ある学校教育や子育て環境づくりが推進され、生涯学習活動

も盛んです。 

 

（２） 地域の課題と対応策 

①面積が広く、６町村としての取り組みは未経験 

 ６町村はこれまで雲南地区ふるさと市町村圏をはじめ大原郡や飯石郡において広

域的なまちづくりに取り組んできましたが、６町村で構成される広域行政等の取り

組みはありませんでした。また、６町村の面積は 553k ㎡と広いことから、中国山地

に至る南部と出雲平野に続く北部では、移動にあたり時間的な距離感があります。

今後は、一体的なまちづくりをすすめることが大切です。 

 

②合併により周辺部が寂れることへの懸念がある 

 ６町村では、合併にともなって行政拠点や生活拠点の集約化が行われた場合、周

辺部における拠点性が失われ、周辺部が寂れることが懸念されています。６町村の

これまでのまちづくりを踏まえ、総合的な視点に立ったまちづくりの推進と、地域

単位の住民自治活動の強化が必要です。 

 

③今後とも少子化、高齢化、過疎化の進行が予測される 

 ６町村のいずれの町村でも少子高齢化の傾向が顕著であり、今後とも進行するこ

とが予測されています。また、全体として人口減少が続く地域であり、人口流出の

抑制や定住化の促進を図ることが重要です。 

 

④基本的な生活基盤の整備水準にばらつきがある 

 ６町村においては、上下水道、道路等について各町村の整備水準にばらつきがあ

ります。また、全体としては基本的な生活基盤の整備が十分とはいえない状況です。

整備水準を総合的に向上させる計画的な取り組みが必要です。 

 

⑤従来の産業振興策が困難化し、産業の活力低下や雇用不安が深刻化 

 ６町村においても、経済の低成長や企業経営の厳しさから、地域産業の活力低下

や雇用不安が拡大し、地域における産業振興や雇用確保の問題が深刻化しています。

従来の産業振興策が通用しなくなっていることから、思い切った対策が必要です。 
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 新市の総人口は、平成 12 年の国勢調査の人口を基準として推計すると、少子化や

若年層の流出等によって、今後さらに減少していくものと予測されます。したがっ

て、人口流出の抑制と UJI ターンの促進にともなう定住化を推進する必要がありま

す。 

このため合併を契機として、地場産業の振興や新産業の起業化等による雇用機会

の増加や所得の確保を図るとともに、生活基盤整備をはじめとした定住環境づくり

や、教育や福祉、文化等の環境整備を推進します。特に、平成 27 年度までに 1,100 戸

程度の住宅整備を推進し、約 3,200 人の定住者増を図ります。 

新市では、これらの施策の実施によって定住化による人口の底上げ効果を図り、

平成 27 年度には地方自治法の市制要件である 50,000 人を目指します。 

 

 

（参考資料１：将来人口推計）                      単位：人 

  昭和 55 年 昭和 60 年 平成 2 年 平成 7 年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 平成 32 年 

(1) 国勢調査人口 51,477 50,981 49,612 48,248 46,323 44,403 41,917 39,032 ― 

(2) 将来人口推計 ― ― ― ― ― ― ― ― 37,004 

資料：(1)国勢調査、(2)国立社会保障・人口問題研究所発表「日本の市区町村別将来推計人口」（平成

25 年 3 月推計） 

 

 

（参考資料２：住宅整備構想） 

 

 

 

 

 

平成14～27年
住宅整備構想

平均世帯人員
想定される
定住人口 合計 3,235人

町営住宅 314戸 3.0人 942人

若者住宅 278戸 1.5人 417人 ※民間住宅は考慮に入れない

分譲住宅 536戸 3.5人 1,876人 ※６町村の住宅構想に基づく戸数の合計

第
３ 

主
要
指
標
の
見
通
し 

１ 人口の見通し
   



 

 
28 

                     

 

 過去の推移をみると就業割合は人口の 55.0％（国勢調査）を占めています。新市

においては地域の産業起こしと新たな雇用創出に取り組み、若年者の地元定着や高

齢者の能力発揮、女性の一層の社会参画、UJI ターンの促進を図ります。これらによ

って平成 27 年の就業割合 55.0％を維持することとし、就業人口 27,500 人を目指しま

す。 

 

 

（参考資料３：就業人口と就業割合の推移）              単位：人 

 昭和 55 年 昭和 60 年 平成 2 年 平成 7 年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 平成 32 年 

国 勢 調 査 人 口 51,477 50,981 49,612 48,248 46,323 44,403 41,917 39,032 ― 

15 歳以上就業人口 28,870 28,206 27,025 26,720 24,923 23,579 21,511 20,121 ― 

就業割合（％） 56.1 55.3 54.5 55.4 53.8 53.1 51.3 51.6 ― 

資料：国勢調査 
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新市における雇用規模は、平成 12年の国勢調査の 15歳以上の就業者数によると、

新市外からの流入を含めて約 22,000 人となっています。 

平成 27年度の目標人口50,000人、就業人口27,500人を実現する上で、現状と同程度

の地元での就業割合や新市外からの流入割合を維持していくためには、新市におい

て 24,500 人の雇用を確保することが必要となります。 

今後は、地域特性や地場企業の特性を活かした新産業の創出やインターチェンジ

周辺等への企業立地の促進によって、新市における雇用の確保と新たな雇用創出に

取り組み、雇用規模 24,500 人を目指します。 

 

（参考資料４：新市内の就業者数） 単位：人

新市外への就業
による流出数

24,923 19,151 76.8% 5,772 3,031

　　　　新市内における就業者数 22,182人

資料：国勢調査（平成12年）

新市の就業者総数
新市外からの

就業による流入数
新市内での
就業者数
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（１） 時代の転換の中で 

少子高齢化や過疎化の進行による地域活力の低下、景気低迷にともなう地域雇用

の不安、自治体財政の悪化にともなう構造改革にみられるような変革の嵐の中に全

国の自治体はおかれています。自分たちの暮らす地域の将来の姿や日本の「これか

らのかたち」を、これまでのように鮮明に描くことが難しい不透明な時代にさしか

かっているといえます。このような中、私たちは６町村合併による新たなまちづく

りによって、この地域の未来を拓く第一歩を踏み出そうとしています。 

私たちのふるさとは、都市地域と異なる固有の自然や歴史文化、産業等を形成し、

先人たちが守り育ててきた多彩な地域の魅力ある資源を保有しています。例えば豊

かな森林や斐伊川の流れにみられる穏やかな自然、神話に象徴される銅鐸やたたら

製鉄の歴史文化、桜やほたるにみられる生命の多彩な輝き、新鮮で安全な農産物、

子どもから高齢者が共に学びふれあう姿、地域に暮らす人々の笑顔と温かい人情と

いった魅力を挙げることができます。 

そして６つの地域がひとつにまとまることにより、桜やほたるの自然、神話や銅

鐸、鉄の歴史文化、安全な農産物等に代表されるような地域の印象が一層明確とな

る地域特性をもつ新しい自治体を創造することが可能となります。 

一方、この地域では高速交通網やインターチェンジ、交流人口の拡大が期待でき

る県立施設を主体に尾原ダム湖公園整備が計画され、この地域における新しい地域

間交流の時代が幕を開けようとしています。現在、インターチェンジ周辺や中心市

街地の整備、地域の拠点づくりをすすめています。また、ケーブルテレビの整備を

先駆的に取り組み、次世代に対応した ITネットワークを備えた地域として注目され

るなど、新しいまちづくりの息吹を強く感じる地域でもあります。 

このような都市基盤や交流基盤の整備は、地域全体の定住環境の質の向上に結び

つくと同時に、地域の情報発信や交流人口の拡大、UJIターンの促進、産業立地等を

推進する大きな原動力となります。 

時代の転換の中で、６つの地域が手を取り合い結束し、県内で唯一新たな市制施

行によって、地方分権の推進にともなう地域の自己決定、自己責任に基づく新たな

まちづくりに取り組むことで、地域全体のイメージアップはもとより、企業誘致や

定住促進、交流人口の拡大等の多様な効果を期待します。 

「生命
い の ち

と神話が息づく 新しい日本のふるさとづくり」 
（未来を拓く 陰陽を結ぶ新たな中核交流拠点都市） 
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（２） 新しい日本のふるさと 

 わが国は、「ふるさと」のもっていた多様な豊かさ、例えば自然景観や伝統文化、

生活様式などを急速に失いつつあります。こうした中、環境問題や国際化の影響に

よる食への不安、高齢社会や家族の抱える悩み、子どもや大人の心の問題、地域社

会や人とのつながりの崩壊など、さまざまな不安や課題が日本の社会経済を覆って

います。しかし、今、振り返ってみると私たちのふるさとには自然と調和した、ゆ

ったりとした暮らしの仕組みが成り立っていたということに気づきます。そして、

その暮らしの中に、現在の私たちをとりまく不安や課題を克服する答えがあると考

えます。 

「新しい日本のふるさとづくり」は、ふるさとの本来もつ豊かさや美しさを活か

しながら、現代的な価値観や地域にあったライフスタイルを創造するということで

す。これは、成熟社会へとすすむわが国のさまざまな課題の解決に向けた取り組み

でもあり、新市となるこの地域からの全国に向けた提案でもあります。 

私たちは、この地域において、ふるさとで生きることの豊かさを大切に継承し、

発展させていく意味を込めて、５つのふるさとの恵みを提唱します。このふるさと

の恵みを活かすことによって、私たちは６つの地域がもつ多様な豊かさを結び合わ

せ、住民と行政が協働により、地域に暮らす、あわせて訪れたくなる新しい価値を

創造する「新しい日本のふるさと」づくりを目指します。 

『５つの恵み』のあるふるさと 

 

○笑顔あふれる地域の絆（地域社会や人とのかかわり） 

○懐かしい田舎の原風景（魅力あふれる美しい自然や景観） 

○世代がふれあう家族の暮らし（世代間交流や家族のあり方） 

○ふるさとへの誇りと愛着（充実した子育てや教育環境） 

○新鮮で安全な食と農の継承（食と農の充実による健康） 
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（１） 市民が主役の自治のまち 

【協働による自治】 

 一人ひとりが自ら考え、行動する住民自治を基本として、市民はまちづくりや身

近なコミュニティに積極的に参画します。また、行政は情報公開やコミュニティへ

の活動支援を積極的に行い、市民と行政が協働でまちづくりに取り組みます。この

ように笑顔あふれる地域の絆を活かし、コミュニティ活動やまちづくり活動が躍動

する自治のまちづくりを目指します。 

 

（２） 快適生活のための機能と自然あふれる生活空間が共生するまち 

【定住環境の充実】 

 道路交通網や上下水道、情報網などの生活のための利便性の高い機能が充実した

質の高い暮らしを実現します。同時に、懐かしい田舎の原風景を大切にし、自然環

境と生活空間との調和を目指して環境の保全や美しい景観づくりに積極的に取り組

むまちを目指します。  

 

（３） 誰もが健やかに安心して暮らすまち 

【安心生活の創造】 

 地域社会に根ざした保健・福祉活動や環境整備をすすめます。市民は世代を越え、

家族や地域で互いに支え合いながら、自らの健康づくりや生きがいに取り組みます。

誰もが生涯を通じて健やかに安心して暮らすことができるまちを目指します。 

 

（４） ふるさとを愛し豊かな心を育む教育と文化のまち 

【人が輝く教育・文化】 

 子育て支援や学校教育、生涯学習のための環境づくりをすすめます。子どもたち

は地域の中での学びや遊びを通じて育ち、市民は生涯を通じて学習・文化・スポー

ツ活動に取り組む、ふるさとへの誇りと愛着を育む教育文化のまちを目指します。 
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（５） 多様な地域資源を活かした産業が発展するまち 

【ふるさと産業の創出】 

地域産業の育成にあわせて、新鮮で安全な食と農といった地域の資源や人材、集

積された産業などを活かした新産業や新ビジネスの創出に取り組みます。地域にお

ける雇用の場の確保をすすめ、地域住民が安定して働くことができる、多様な地域

資源を活かした産業が発展するまちを目指します。 
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～ 未 来 を 拓 く  陰 陽 を 結 ぶ 新 た な 中 核 交 流 拠 点 都 市 ～  
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い の ち

と 神 話 が 息 づ く 新 し い 日 本 の ふ る さ と づ く り  
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水
道
の
整
備

/
環
境
衛
生
の
充
実

/火
葬
場
業
務
の
実

施
/住
環
境
の
充
実
） 

□
自
然
環
境
の
保
全

 
（自

然
保
護
・環

境
保
全
の
推
進

/
循
環
型
社
会
の
構
築

/

景
観
づ
く
り
の
推
進
） 

□
消
防
・
防
災
・
安
全
対
策
の
充
実
（
消
防
・
防
災
体
制
の
充
実

/防
災
対
策
の
推

進
/安
全
対
策
の
充
実
） 

 

都 市 基 盤 ・ 生 活 環 境  
 

 

□
保
健
・医
療
・福
祉
の
充
実

 
（健
康
づ
く
り
の
推
進

/
地
域
医
療
体
制
の
充
実

/保

健
・医
療
・福
祉
の
連
携
） 

□
地
域
福
祉
の
推
進

 
（地
域
福
祉
活
動
の
推
進
） 

□
高
齢
者
福
祉
の
充
実

 
（高
齢
者
の
自
立
と
社
会
参
加
の
促
進

/在
宅
福
祉
の
推

進
/サ
ー
ビ
ス
の
提
供
体
制
の
整
備
） 

□
障
害
者
福
祉
の
充
実
（障

害
者
の
自
立
と
社
会
参
加
の
促
進

/福
祉
サ
ー
ビ
ス
の

充
実
） 

□
子
育
て
支
援
の
充
実

 
（地

域
で
子
ど
も
を
育
て
る
環
境
づ
く
り

/
子
育
て
支
援
の

拡
充
） 

 

保 健 ・ 医 療 ・ 福 祉  
 

 

□
学
校
教
育
の
充
実

 
（地

域
に
ひ
ら
か
れ
た
学
校
づ
く
り
の
推
進

/
特
色
あ
る
教
育

の
推
進

/教
育
環
境
の
充
実
） 

□
生
涯
学
習
社
会
の
推
進

 
（生

涯
学
習
の
推
進

/
生
涯
学
習
環
境
の
充
実

/
青
少

年
の
健
全
育
成
の
推
進
） 

□
幼
児
教
育
の
充
実

 
（教
育
体
制
の
充
実

/
教
育
内
容
の
充
実
） 

□
文
化
・ス
ポ
ー
ツ
の
振
興

 
（地
域
文
化
の
振
興

/
文
化
・
芸
術
活
動
の
推
進

/
ス
ポ

ー
ツ
・レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
活
動
の
推
進
） 

□
人
権
の
尊
重

 
（
人
権
を
尊
重
す
る
社
会
づ
く
り
の
推
進

/
総
合
的
な
人
権
施
策

の
推
進

/男
女
共
同
参
画
社
会
づ
く
り
の
推
進
） 

□
国
際
化
へ
の
対
応

 
（国
際
交
流
の
推
進

/国
際
化
の
推
進
） 

生 涯 学 習 ・ 教 育 ・ 文 化  

 

□
農
林
業
の
振
興

 
(営
農
体
制
と
担
い
手
づ
く
り

/
生
産
基
盤
の
整
備

/農
業
生
産

の
振
興

/
畜
産
・
酪
農
の
振
興

/地
産
地
消
の
推
進

/
農
業
の
６
次
産
業
化
の
推

進
/森
林
の
保
全
・活
用

) 

□
工
業
の
振
興

 
（地
場
製
造
業
の
振
興

/企
業
誘
致
の
推
進
） 

□
商
業
の
振
興

 
（中
心
市
街
地
の
に
ぎ
わ
い
づ
く
り

/商
店
街
の
活
性
化
支
援
） 

□
観
光
の
振
興

 
（観
光
地
の
魅
力
向
上

/観
光
資
源
の
活
用

/体
験
交
流
事
業
の
展
開
） 

□
新
産
業
の
創
出

 
（産
業
創
出
の
環
境
づ
く
り

/
起
業
化
支
援
の
推
進

/地
域
資
源

の
活
用
） 

□
就
労
の
場
の
創
出

 
（
魅
力
あ
る
職
種
の
開
発

/
魅
力
あ
る
就
労
の
場
の
創
出

/U
JI
タ
ー
ン
の
促
進
） 

 

産 業 ・ 雇 用  
 

 

※
住
民
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果
か
ら
の
課
題
、
不
安
や
期
待

 

将
来
像

 

 

推
進
体
制

 

課
題
の

 

 
   【
重
点
施
策
】 

 □
行
政
運
営
の

 

改
革

 

 □
組
織
機
構
の

 

改
革

 

 □
財
政
管
理
の

 

効
率
化

 

 □
政
策
推
進
の

 

強
化

 

 □
専
門
職

 

（
部
門
）
の

 

新
た
な
設
置

 

      【
基
本
施
策
】 

 □
住
民
と
行
政

 

の
協
働

 

 □
総
合
セ
ン
タ
ー

（
支
所
）
の

 

機
能
充
実

 

 □
効
率
的
な

 

行
政
運
営

 

 □
健
全
な

 

財
政
運
営

 

 □
行
政
サ
ー
ビ
ス

の
向
上

 

 

  □
大
東
地
域

 

 
【健
康
】 

 
 
 
 

〇
悠
々
タ
ウ
ン
 

大
東

 

市
民
が
憩
う
健
康

 

増
進
の
場
づ
く
り
と

 

医
療
の
充
実

 

  □
加
茂
地
域

 

 
【人
材
育
成
】
 
 
 
 
 

〇
遊
学
の
郷
・
 

加
茂
 

歴
史
と
文
化
に
よ
る

遊
学
の
郷
づ
く
り

 

  □
木
次
地
域

 

 
【シ
ン
ボ
ル
】
 
 

 
〇
さ
く
ら
咲
く
 

健
康
の
町
 

日
本
一
の
さ
く
ら
の

ま
ち
づ
く
り
と
健
康

 

農
業
の
推
進

 

  □
三
刀
屋
地
域

 

 
【に
ぎ
わ
い
】
 
 
 

〇
神
話
に
薫
る
 

花
の
街
 

イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ

 

周
辺
の
に
ぎ
わ
い

 

の
場
づ
く
り

 

  □
吉
田
地
域

 

 
【歴
史
文
化
】
 
 

 
 

〇
鉄
の
歴
史
村

 

文
化
遺
産
の
保
存

 

と
街
並
み
整
備

 

  □
掛
合
地
域

 

 
【コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
】
 

 
 

 
〇
ひ
と
活
き
て
 

い
の
ち
輝
く
ま
ち
 

新
し
い
ふ
る
さ
と
創

生
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
づ

く
り

 

          農
業
の
推
進

 

オ
ン
リ
－
ワ
ン

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

 

 

市
民
が
主
役
の

 

自
治
の
ま
ち

 

 【
協
働
に
よ
る
自
治
】 

 

快
適
生
活
の

 

た
め
の
機
能
と

 

自
然
あ
ふ
れ
る

 

生
活
空
間
が

 

共
生
す
る
ま
ち

 

 

 【
定
住
環
境
の
充
実
】 

  

誰
も
が
健
や
か
に

安
心
し
て
暮
ら
す

 

ま
ち

 

 【
安
心
生
活
の
創
造
】 

 

ふ
る
さ
と
を
愛
し

豊
か
な
心
を
育
む

教
育
と
文
化
の

 

ま
ち

 

 多
様
な
地
域
資
源

を
活
か
し
た
産
業

が
発
展
す
る

 

ま
ち

 

 

【ふ
る
さ
と
産
業
の
創
出
】 

 

■
い
き
い
き
健
康
長
寿
の
推
進
と

 

子
育
て
支
援
の
充
実

 
①
身
近
な
支
え
合
い
と
住
民
参
加
に
よ
る
保
健
福
祉
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
拡
充

 

②
生
涯
健
康
で
い
き
い
き
と
生
活
で
き
る
小
児
期
か
ら
の
健
康
づ

く
り
の
推
進

 

③
生
涯
現
役
の
支
援
と
高
齢
期
の
生
き
が
い
づ
く
り
の
推
進

 

④
子
ど
も
を
健
や
か
に
生
み
育
て
ら
れ
る
環
境
づ
く
り
の
推
進

 

⑤
障
害
者
の
社
会
参
加
と
自
立
支
援
の
推
進

 

⑥
福
祉
事
務
所
設
置
に
と
も
な
う
体
制
充
実

 

 ■
よ
り
よ
い
教
育
環
境
の
創
造
と

 

生
涯
学
習
活
動
の
推
進

 
①
地
域
と
一
体
と
な
っ
た
学
校
教
育
推
進
体
制
の
確
立

 

②
魅
力
あ
る
学
校
教
育
内
容
の
充
実

 

③
生
涯
学
習
支
援
施
設
と
し
て
の
公
民
館
の
機
能
充
実

 

④
子
育
て
支
援
の
視
点
を
踏
ま
え
た
幼
児
教
育
の
充
実

 

⑤
不
登
校
対
策
な
ど
子
供
た
ち
へ
の
き
め
細
や
か
な
相
談
指
導

体
制
の
強
化

 

■
自
立
型
地
域
経
済
圏
の
確
立
に
向
け
た

 

ふ
る
さ
と
産
業
の
創
造

 
①
新
市
に
お
け
る
産
業
振
興
支
援
体
制
の
強
化

 

②
地
域
特
性
を
活
か
し
た
農
業
特
区
等
の
導
入

 

③
産
業
振
興
・雇
用
創
出
を
推
進
す
る
基
盤
づ
く
り

 

④
【健
康
安
全
】農
食
連
携
に
よ
る
「有
機
産
業
」の
振
興

 

⑤
【技
術
革
新
】「
も
の
づ
く
り
産
業
」の
高
付
加
価
値
化

 

⑥
【都
市
創
造
】都
市
の
高
度
化
に
よ
る
「生
活
産
業
」の
充
実

 

⑦
【資
源
活
用
】持
続
可
能
な
「交
流
・循
環
産
業
」の
創
出

 

 

□
６
町
村
の
医
療
・
福
祉
施

設
等
の
連
携
に
よ
る
サ
ー

ビ
ス
向
上
の
期
待

 

□
高
齢
者
等
の
介
護
・
福
祉

サ
ー
ビ
ス
の
不
足

 

□
医
療
施
設
の
充
実

 

 □
少
子
化
対
策
の
不
足

 

  □
子
育
て
世
代
の
子
育
て
支

援
や
学
校
教
育
充
実
へ
の

ニ
ー
ズ

 

□
若
者
を
育
て
る
教
育
の
充

実
 

  □
６
町
村
の
地
域
資
源
を
活

用
し
た
産
業
振
興
に
対
す

る
期
待

 

□
環
境
保
全
型
農
業
や
企
業

誘
致
の
推
進
に
期
待

 

□
地
場
産
業
の
活
力
低
下
と

雇
用
不
安
の
広
が
り

 

『５
つ
の
恵
み
』

の
あ
る

 

ふ
る
さ
と

 

  

【笑
顔

 

あ
ふ
れ
る

 

地
域
の
絆
】 

  

【懐
か
し
い

 

田
舎
の

 

原
風
景
】 

  

【世
代
が

 

ふ
れ
あ
う

 

家
族
の

 

暮
ら
し
】 

  

【
ふ
る
さ
と

 

へ
の
誇
り

 

と
愛
着
】 

  

【新
鮮
で

 

安
全
な

 

食
と
農
の

 

継
承
】 

※
６
町
村
の
ま
ち
づ
く
り
の
ス
ト
ッ
ク
や
多
様
な
地
域

資
源
の
活
用
に
よ
る
地
域
振
興
へ
の
期
待

 

【人
が
輝
く
教
育
・文
化
】 

 

３
 
計
画
の
体
系
図
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まちづくり基本条例の制定（市民主体による市民憲章の制定） 

 

新市の市民が主体となって、新市のまちづくりをすすめる上での基本姿勢を

掲げる市民憲章をつくり、まちづくり基本条例として制定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■市民 

市民は、主体的にまちづくりグループやコミュニティ活動 

に参画して、新市のまちづくりに取り組みます。 

 

■行政 

行政は、情報公開や行政評価の推進により、行政システム 

を変革し、効率的で信頼される行政運営に取り組みます。 

 

■市民と行政 

市民と行政は、市民自治活動を促進し、市民と行政の連携 

による協働のまちづくりをすすめます。 
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４ まちづくりの推進             



 

 
38 

 



 
 

39 

                   

 

（１） 基本的な考え方 

①市民にとって身近な「生活拠点」と新市の「中核拠点」の整備とネットワーク

化による一体的かつ均衡ある地域発展 

・ 新市に旧町村庁舎や公民館等を活用して「生活拠点」を形成し、例えば小

学校区を範囲に生活支援・まちづくり推進機能等を充実させます。 

・ 新市に旧町村庁舎を中心とした「中核拠点・拠点ゾーン」を設け、都市的

機能を充実させます。 

・ 生活拠点や中核拠点ゾーン等を道路・公共交通・情報ネットワークによっ

て連携します。 

 

②陰陽を結ぶ中核的な交流拠点を目指し、地域特性を活かした新たな交流を促進

する都市機能の形成 

・ 道路交通網における松江・出雲圏と広島圏を結ぶ結節点という特性を活か

して幅広い地域との連携と交流を強化します。 

・ 人・もの・情報の新たな交流を促進する道路交通、情報通信、にぎわい拠

点などの都市機能の充実を図ります。 

 

③豊かな自然の中で、ゆとりある居住環境と利便性を併せて享受できる多自然居

住地域の創造 

・ 自然環境と調和した生活空間と利便性の高い都市機能によるゆとりある

美しい居住環境を創造します。 

・ 森林や河川等の水源の保全と自然とふれあう場の提供によって、豊かな自

然や地域の魅力を享受することのできる環境の充実を図り、河川の上流域

として広域的な地域生活に貢献します。 

 

④住民と行政の協働によって地域の多様な豊かさを結び合わせ、活力あるコミュ

ニティの形成 

・ 身近な生活拠点におけるまちづくりやコミュニティ活動の支援をすすめ

ます。 

・ 住民と行政の協働によって、地域に暮らす新しい価値を創造する活力ある

地域社会を形成します。 

第
５  

新
市
の
ま
ち
の
す
が
た 

１ 新市の全体構想        
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（２） 地域別の整備方針 

魅力ある新市の建設を推進するためには、６町村がこれまですすめてきたそれ

ぞれのまちづくりの成果を踏まえ、個性を活かしながら相乗効果を発揮していく

よう、相互に連携した地域整備をすすめていくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大東地域  

神楽などをテーマとする施設整備

やほたるが輝く空間づくりを踏まえ、

松江市に隣接する立地条件や恵まれ

た地勢を活かし、定住拠点としての基

盤整備をすすめるとともに、保健・医

療・福祉の集積や市街地・情報拠点の

整備により、利便性が高く安心して暮

らせるまちづくりを促進します。 

 

加茂地域  

銅鐸をはじめとする古代文化や住

民主体の生涯学習等を活かした遊学

の郷づくりを踏まえ、松江・出雲圏へ

の近接性を背景として、農産物の供給

やベッドタウンとしての住環境整備

をすすめるとともに、生涯学習や文

化・スポーツを振興し、貴重な文化財

を活かしたまちづくりを促進します。 

 

木次地域  

さくら咲く健康の町づくりを踏ま

え、国、県の出先機関の立地や商工業

等の集積を活かし、定住基盤や中心的

な市街地の整備、企業誘致等による新

たな雇用創出を図るとともに、豊かな

森林やダム等を活かした水と緑あふ

れる交流空間と安全な農産物の供給

基地としてのまちづくりを促進しま

す。 

三刀屋地域  

交通の要衝の地としての歴史を踏

まえ、６町村と陰陽との新たな結節点

となる三刀屋木次インターチェンジ

を活かし、商工業等の産業振興や市街

地整備を図るとともに、教育・文化・

スポーツ等を通じて「平和を」の心を

育み、あらゆる人的・物的な広域交流

の拠点性をもったまちづくりを促進

します。 

 

吉田地域  

たたら製鉄を伝える施設整備や街

並み整備を踏まえ、今後整備が予定さ

れている吉田掛合インターチェンジ

を活かし、憩いの場を求める人たちと

の交流や観光を推進するとともに、安

心・安全な農産物の生産や特産品づく

り、多様な創作活動等に取り組み、本

物にこだわったまちづくりを促進し

ます。 

 

掛合地域  

人、自然、すべての命を大切にする

まちづくりを踏まえ、広島圏からの玄

関口としての立地条件を活かし、道の

駅等による情報発信拠点の充実を図

り、安全で健康的な農林産物の提供、

山や滝等にみられる自然環境、農村の

多彩な伝統文化の継承拠点の整備を

すすめ体験交流のまちづくりを促進

します。 
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（３） 土地利用構想 

 新市のまちづくりにあたっては、市街地整備をすすめる都市機能地域、農地や

田園として活用し生産振興を図るとともに、交流活動や UJI ターンを促進する地

域、山林や丘陵など環境保全をすすめる地域、宅地開発等をすすめる住環境開発

地域を設定し、計画的な土地利用を図ります。 

 また、地域別の整備方針を踏まえて地域特性を活かしたゾーンを形成し、新市

全体の視点に立った機能分担や連携を図り、有効かつ効果的な土地利用をすすめ

ます。 

 

 

■都市機能地域 …市街地 

○中核拠点ゾーン 

行政をはじめ保健・医療・福祉、文化学習等に関わる公共施設や商業にぎわ

いの拠点、産業の集積を図ります。 

○拠点ゾーン 

新市南部の諸機能を集積したゾーンとして位置付けます。 

 

■住環境開発地域 …宅地 

○住環境開発ゾーン 

住宅団地の整備や宅地開発を計画的に推進します。 

 

■生産振興・交流促進地域 …農地、田園 

○生産振興・交流促進ゾーン 

農業等の生産振興を図るとともに地域の特性を活かした体験交流や UJI ター

ンなど交流促進を図ります。 

 

【各地域の地域資源を活かした交流の例】 

（大東地域） 都市近郊型の農業生産と農村文化や景観を活かした交流 

（加茂地域） 生涯学習環境や歴史文化遺産を活かした交流 

（木次地域） 安全な農産物生産と食文化や親水空間を活かした交流 

（吉田地域） 安全な農産物生産と食文化や歴史文化遺産を活かした交流 

（三刀屋・掛合地域） 景勝地と自然環境や農村文化を活かした交流

第
５  

新
市
の
ま
ち
の
す
が
た 



 

 
42 

 

 

【土地利用のイメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

中核拠点ゾーン 
行政・保健・医療・福祉 

文化学習・商業にぎわい 

産業集積 

拠点ゾーン 
行政・保健・医療・福祉 

文化学習 

住環境開発ゾーン 

大東 

加茂 

木次 

三刀屋 

吉田 

掛合 

国道 54号 

国道 314号 

JR 木次線 

中国横断自動車道尾道松江線 

生産振興・交流促進 

ゾーン（木次地域） 

生産振興・交流促進ゾーン 

（三刀屋・掛合地域） 

生産振興・交流促進 

ゾーン（吉田地域） 

生産振興・交流促進 

ゾーン（加茂地域） 

生産振興・交流促進 

ゾーン（大東地域） 
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新市では、道路・公共交通・情報による地域連携ネットワークを形成し、新市

内及び松江圏・出雲圏・広島圏など周辺地域との連携を強化します。新市内にお

いては、生活拠点の充実を図り、中核拠点ゾーンと生活拠点とを連携ネットワー

クで結び、相互の連携によって住民生活の利便性を高めます。 

 

■道路ネットワーク 

中国横断自動車道尾道松江線や国道 54 号を基幹的な都市軸である「新市南北

交流軸」として位置付け、松江圏や出雲圏、広島を中心とする山陽圏を結節する

交流軸として位置付けます。あわせて、松江圏との幹線道路となる主要地方道松

江木次線や出雲圏との幹線道路となる主要地方道出雲三刀屋線についても、新市

南北交流軸として整備をすすめ活用します。 

今後は、新市内外を結ぶ主要地方道安来木次線などの交流軸の整備や、新市道

のネットワーク整備をすすめ、新市内の交流軸の充実を図ります。 

 

■公共交通ネットワーク 

 バス交通を中心として、全市的な視点に立ち中核拠点ゾーンと各地域の生活拠

点、生活拠点と地域内とを結ぶ公共交通のネットワーク化を図り、利便性の高い

公共交通体系を確立します。また、JR 木次線をはじめとする公共交通機関との連

携を図り、広域交通と地域内交通の結びつきを強化します。 

  

■情報通信ネットワーク 

 ケーブルテレビ網を活用した本庁舎・総合センター（支所）・各公共施設等を

結ぶ情報ネットワークの確立等による電子自治体を推進するとともに、高速大容

量ネットワークの整備促進によって各種の情報通信サービスを享受できる環境

整備を推進します。また、新市における情報伝達や各地域の生活情報等の受発信

のほか、住民による自主活動等への活用を促進するなど、ケーブル施設の有効活

用をすすめ、情報通信ネットワークの拡大を図ります。 
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国道 54号 

国道 314号 

JR 木次線 

中国横断 

自動車道 

尾道松江線 

 

【地域連携ネットワークのイメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

 新市南北交流軸 

松江圏 出雲圏 

広島圏 

新市南北交流軸 

…連携ネットワーク 

（道路・公共交通・情報） 

 

 

大東 

木次 

吉田 

掛合 

三刀屋 

加茂 
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新市の中核拠点 新市の生活拠点 

【機 能】 

・にぎわい、中心市街地 

・産業集積、企業誘致 

・医療 

・道路・交通・物流の拠点 

・雇用の場、人材育成 

・文化・芸術・情報の拠点 

【機 能】 

・コミュニティ活動 

・健康づくり 

・介護・福祉サービス 

・生涯学習、人材育成 

・住宅、生活基盤の整備 

 ・伝統文化の保存 

安心できる

生活拠点

の形成 

中核的な

都市拠点

の形成 

快適でにぎわいのある 
都市生活の創造 

自然や文化の豊かな 

安心生活の実現 

総合センター（支所） 

新 市 本 庁 

利便性の高い 

道路・公共交通・ 

情報ネットワーク 

中核拠点ゾーン・拠点ゾーン 総合センター（支所）・公民館等 
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まちは、そこに住む人とともに育ちます。本物の地域資源を持つ新市こそ人を

育てる力があり、いきいきとしたコミュニティ活動の源泉となります。そして、

そのまちを育てるのは、市民一人ひとりです。自らまちづくりを考え行動するこ

とが何よりも大切です。新市では「市民が主役の自治のまち」を目指して、コミ

ュニティ・住民自治に関する施策を推進します。また、住民と行政の協働による

まちづくりをすすめます。 

特に、新市で新しく取り組む施策として、ふるさとの恵みのひとつである「笑

顔あふれる地域の絆」を活かして、まちづくりやコミュニティ活動の活性化によ

る豊かな住民自治の充実強化に重点的に取り組みます。また、そのための推進体

制を整備します。 

基本施策では、まちづくりグループやコミュニティ組織の充実と活動の活性化

を図るとともに、一人ひとりが自ら考え、行動する住民自治を推進します。 

 

（１） 重点施策：まちづくりやコミュニティ活動の活性化による住民自治の充実強化 

① 地域自主組織の設立促進と機能充実 

・地域の課題を話し合い解決するために、既存組織を活用するなどして、住民が

主体的に小学校区や公民館単位等で立ち上げる地域自主組織（任意組織）の設

立促進 

・公共業務を地域自主組織の希望によって委託するなど、地域自主組織と行政の

連携の推進 

・地域自主組織における地域計画の策定や地域振興のための自主的な事業への支

援制度の創設 

 

○ 基本施策は、新市で取り組む各分野の基本的な施策を網羅したものです。 

○ 重点施策は、新市で新規に取り組む施策として、重点的に推進する施策で

す。 

○ オンリーワンプロジェクトは、旧町村それぞれの特色や資源を活かした取

り組みによって、個性豊かな地域の連携による新市の個性化を図るプロジ

ェクトです。 
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②総合センター（支所）の設置による住民活動の支援 

・旧町村単位に総合センター（支所）を設置して職員を配置し、地域ごとの住民

活動を支援 

・地域担当職員制を導入し、地域自主組織の設立や初期段階の活動などを支援 

 

③地域委員会の設置 

・旧町村単位に住民等で構成する地域委員会を条例によって設置 

・地域ごとの住民意見・意向の集約と行政施策への反映 

・総合センターと一体になったセンター単位のまちづくりの推進やセンター長へ

の意見提言 

 

④地域マネージャー制度の導入 

・地域自主組織が必要に応じて、助言や情報提供、地域活動の企画立案や調整の

ほか、行政との連絡・調整等の役割を担う地域マネージャーを設置できる制度

の導入 

 

⑤まちづくりグループ・NPO への支援 

・総合センター等の既存施設の空きスペース等を活用した活動拠点の確保 

・NPO 活動を多面的に支援する機関の設立 

・NPO 活動を支援するための基金造成と助成制度の創設 

 

 

■自治組織と行政の関係イメージ図 
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議 会 

総合センター 

（支所） 
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■地域自主組織の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 基本施策：コミュニティ・住民自治 

①市民活動組織の充実支援 

活動支援や地域活動拠点の充実によって、それぞれの団体の機能強化を支援し

ます。また、住民の自治意識の高揚やリーダーとなる地域人材の確保を図り、ま

ちづくりやコミュニティ活動への多様な住民参画を促進します。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□住民自主組織の

機能強化の支援 

 

住民自主組織の充実支援 ・ 地域自主組織の設立や活動に対する支援 

・ 集落、自治会等の既存住民自治組織の活動

支援 

・ 体育協会、文化協会等の既存団体の活動支

援 

地域活動拠点の充実支援 ・ 公民館、集会所等の活用による活動拠点の

確保 

・ 既存施設の改修等、活動拠点の機能充実の

支援 

・ 交流館、地区生涯学習センターの整備 

地 域 自 主 組 織 

話し合い・活動・支え合いの場 

住    民 

まちづくり 

グループ・ 

NPO 

関係機関 

・組織 

            

等 

集
落
営
農
組
織 

女
性
の
会 

高
齢
者
の
会 

Ｐ
Ｔ
Ａ 

○
○
○
振
興
会 

○
○
○
公
民
館 

○
○
○
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治
会 

地
域
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー 

設
置
も
可
能 

例えば 

小学校区 
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□住民参画の促進 住民自治意識の高揚 ・ 住民と行政の協働や住民自治についての学

習と研修 

・ 先進事例や新市内での活動事例等の紹介や

情報提供 

地域人材の確保 ・ あらゆる世代の地域活動への参加促進 

・ 若年層や小・中学生を対象とするリーダー

育成 

・ UJI ターン者など、人材確保の促進による

地域マンパワーの向上 

 

②市民活動の活性化支援と定住の促進 

 市民活動の活性化を図るとともに、地域の行事や催しの活性化、交流活動の推

進などを通じて地域間交流を推進します。また、定住に関する情報提供や相談窓

口の設置、若者の結婚対策の充実によって、定住の促進を図ります。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□市民活動の活性

化支援 

 

 

 

市民活動の育成 ・ 市民活動に対する支援体制や支援制度の充

実 

・ ボランティア組織、NPO等の活動に対する

情報提供や相談事業の実施 

・ 市民活動の推進役や地域リーダーの人材育

成の機会の提供 

市民活動のネットワーク

化 

・ 市民活動のネットワーク化 

・ 活動分野や活動範囲ごとの組織・団体等の

交流・連携の促進 

□地域間交流の推

進 

地域行事・催し等の活性化

支援 

 

・ 旧町村、小学校区等を単位とする行事・祭・

催し等の活性化支援 

・ 自主的な行事や催しの開催促進 

・ 住民の交流を図る新市一体となって実施す

る行事・祭・催し等の創設 

地域間交流の推進 

 

・ 旧町村等の姉妹都市提携や国際交流、地域

間交流等の継続 

・ 住民同士の地域間交流の推進 

□定住の促進 定住の促進 ・ 定住推進員の設置と UJI ターンの情報提供

や相談に応じる窓口の設置 

・ 東京、近畿、広島等の出身者会（町村会）

を通じた交流と定住促進活動の推進 

・ 出会いの場づくりなど結婚対策の充実 
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③市民活動と行政の協働 

 市民活動と行政の協働・連携を推進して、住民の行政への参画機会の充実を図

ります。また、住民自主活動・まちづくり活動に関する広報活動や行政における

広聴活動の充実を図ると同時に、住民自主活動やまちづくり活動に必要となる行

政情報の提供を推進します。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□市民活動と行政

の協働・連携の

推進 

 

市民活動と行政の協働・ 

連携の推進 

 

・ 市民活動と行政の役割分担と協働・連携に

よるまちづくりの推進 

・ 総合センター（支所）における住民との協

働のまちづくりの推進 

・ 住民の行政への参画機会の充実 

□広報・広聴活動

の充実 

 

広報・広聴活動の充実 ・ 市民活動やまちづくり活動の広報の推進 

・ 地域委員会、懇談会、モニター制度等によ

る広聴活動の充実 

□行政の情報提供

の推進 

行政の情報提供の推進 ・ 市民活動やまちづくり活動に必要な行政情

報の提供 

・ 情報通信網等による迅速な情報公開の推進 

・ 地域自主組織との連絡・調整機能の充実 
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新しいまちづくりをすすめるためには、時代にふさわしい生活・社会・経済な

どの基盤整備が欠かせません。また、これらの基盤整備をすすめるにあたっては

効果的で効率的な整備が求められます。 

新市では、定住環境が充実した「快適生活のための機能と自然あふれる生活空

間が共生するまち」を目指して、都市基盤・生活環境に関する施策を推進します。 

特に、新市で新しく取り組む施策として、ふるさとの恵みのひとつである「懐

かしい田舎の原風景」を活かした風土にふさわしい生活基盤の整備と特色あるま

ちづくりを重点的にすすめます。 

基本施策では、都市基盤と道路・交通の整備、上下水道の整備、地域情報化の

推進を図るとともに、生活環境の充実と自然環境の保全を推進します。また、消

防・防災・安全対策の充実を図ります。 

 

（１） 重点施策：生活基盤の整備と特色あるまちづくりの推進 

①国道・県道・市道一体となった道路ネットワークの構築 

・中核拠点と拠点ゾーンを 15 分、拠点ゾーンと生産振興・交流促進ゾーンを 20 分

以内、新市内から公立雲南総合病院まで 50 分以内、拠点ゾーン内の円滑な移

動の確保を目指した整備の推進 

・高速道路インターチェンジへの接続強化や農林道等、産業活動支援道路の整備

推進 

・安全・安心な暮らしを支える市道ネットワークの設定とその 100％改良への推

進 

２ 快適生活のための機能と自然あふれる生活空間が共生するまち  
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②上下水道等の全域完備の推進 

・地理的条件等に応じた上水道、簡易水道、下水道、合併浄化槽事業等の積極的

な推進による全域の完備 

 

③特色あるまちづくりに向けた「まちの顔づくり」の推進 

・まちの特色を活かした都市計画に基づく中核拠点ゾーン・拠点ゾーンの整備の

推進 

・歴史文化や伝統文化の保存・活用の推進や街並み整備の推進 

 

④住民参加による彩りのある美しい景観づくり（地域の花舞台づくり） 

・市内全域での美しい自然景観や自然と調和した史跡や家並み等による景観づく

りの推進 

・景観整備にともなう環境ビジネス、観光ビジネスの創出や住民参加による景観

づくり活動と維持管理の推進 

 

⑤公共交通システムの確立と利便性の高い交通サービスの提供 

・中山間地域の実情や需要を踏まえたサービス提供と効率的な運行による公共交

通システムの開発 

・医療機関や買物拠点への接続、高等学校への通学に配慮したバス路線による交

通ネットワークの構築 

・利用者の希望に応じて目的地まで運行するだんだんタクシーによるバス路線の

補完的な交通手段の確保 

 

■バス路線の広域運行イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加茂 

大東 
三刀屋 

木次 

掛合 

吉田 

平田 

田井 

戸 

加茂 

大東 
三刀屋 

木次 

掛合 

吉田 
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■だんだんタクシー運行イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ケーブルテレビ基盤を活かした情報ネットワークの有効活用 

・本庁と総合センター（支所）を結ぶインターネット電話の導入による行政経費

の削減と新市内におけるインターネット電話サービスの提供 

・ケーブルテレビ基盤を活かした生活支援システムの導入等の検討 

・電子自治体の推進による行政サービス（家にいながら各種申請等の手続きが可

能）の利便性の向上 

 

⑦ダムがもつ多面的機能を活かした地域活性化の推進 

・斐伊川流域市町村に対する治水、水道水や農業用水の供給、環境保全等に貢献

する尾原ダム建設事業の推進 

・ダム湖周辺開発による魅力的な親水空間やうるおいの場の提供 

・流域地域との連携による水質保全など自然環境の保全対策の推進 

 

ルート設定 

ショッピング

センター 

病  院 

診療所 

A 宅 
B 宅 

C 宅 

Ｃ宅→Ｂ宅→Ａ宅→診療所

→ショッピングセンター 

だんだん 

タクシー 

予約センター 

電話受付 

自宅⇒ 

病院・診療所 

自宅→ 

病院・診療所 自宅⇒ショッピング

センター 

ルート指示 
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（２） 基本施策：都市基盤・生活環境 

①都市基盤の整備 

 新市都市計画の策定によって、中核拠点ゾーン及び拠点ゾーンにおける都市機

能の充実や中心市街地の整備を推進します。また、自然と調和したにぎわいや憩

いの場づくり、利用しやすい施設整備の促進を図り、生活拠点の充実を図ります。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□計画的な土地利

用 

計画的な土地利用の推進 ・ 地域整備の方針（ゾーン設定）を踏まえた

新市都市計画の策定と推進 

・ 地籍調査の実施 

□都市基盤の整備 

 

 

 

都市機能の充実 ・ 中核拠点ゾーン及び拠点ゾーンへの公共機

能・都市機能の集積 

中心市街地の整備 ・ インターチェンジを活かした商業集積地の

整備 

・ 都市公園整備等、中心市街地の環境整備 

中心市街地の街路整備 ・ 市街地の骨格を形成する都市計画道路の整

備 

□生活拠点の充実 

 

 

にぎわいや憩いの場の創

出 

・ 自然と調和した憩いの場やにぎわいの場の

整備 

利用しやすい施設整備の

促進 

・ 公共施設のバリアフリー化の推進 

・ 住民が利用しやすい施設運営の促進 

 

②道路・交通の整備 

 高速道路網の整備促進とともに、接続道路やインターチェンジ等の周辺整備を

推進して、高速・広域交通網の充実を図ります。また、交通安全施設の整備や道

路環境の維持など、住民と行政の協力によって安全で快適な交通環境づくりをす

すめます。公共交通機関については、市営バス交通を中心に JR 木次線や広域バ

ス路線との連携によって、利便性の高い交通システムを確立します。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□高速・広域交通

網の整備 

 

 

 

高速道路網の整備 ・ 中国横断自動車道尾道松江線の整備促進 

高速道路への接続の向上 ・ 国道 54号の拡幅促進 

・ 高速道路への接続道路整備の推進 

インターチェンジ等の周

辺整備 

・ パーキングエリアとその周辺整備 

・ 高速バス停留所の整備 

・ インターチェンジの周辺整備 
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□幹線道路網の整

備 

 

旧町村間を結ぶ道路整備

の推進 

・ 国道・県道の整備 

生活道路の整備促進 ・ 市道の整備 

・ 橋梁等の整備 

□交通環境の向上 安全で快適な交通環境づ

くりの推進 

・ 歩道の設置や交差点の改良等、交通環境の

整備 

・ ガードレール、カーブミラー等の交通安全

施設の整備 

・ 道路照明、街路灯、防犯灯の整備促進 

・ 冬期の除雪体制の確立 

・ 地域住民と一体となった除草・清掃活動等、

道路保全・美化活動の推進 

□公共交通機関の

充実 

 

 

利便性の高い交通システ

ムの確立 

・ 市営バスの運行によるバス路線を中心とし

た交通システムの構築 

・ 小中学生の通学や部活動を支えるスクール

バスの運行 

・ 高齢者等の利用に配慮した移送サービスの

充実 

・ バス停留所や待合室の整備によるバス路線

の起点・終点の機能強化 

・ バス路線の起点・終点やバス停留所の整備 

JR 木次線の利用促進 ・ 木次線の利用運動の展開 

・ トロッコ列車の運行等、広域的な観光振興

と連携した活用の推進 

・ 木次線利用強化促進協議会等による存続対

策の推進 

交通機関の連携強化 ・ バスの運転状況やバス路線の起点・終点の

機能充実による市営バスと JR との連携強

化 

・ 高速バスなど、広域バス路線と市営バスの

連携強化 
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③地域情報化の推進 

 ケーブルテレビや高速大容量ネットワークなど、情報通信基盤の充実や移動通

信環境の充実を図ります。情報サービスにおいては、ケーブルテレビを活用した

情報提供・情報受発信を強化するとともに、住民によるケーブルテレビの活用促

進を図ります。また、生涯学習を通じた学習や地域情報化に対する支援体制の充

実を図り、情報化に対応する人材育成をすすめます。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□情報通信基盤の

整備 

情報通信基盤の充実 ・ ３つのケーブルテレビ局を結ぶ基盤の整備 

・ 地上波デジタル化への対応 

・ 高速大容量ネットワークの整備促進 

・ 地域情報化推進拠点施設の整備充実 

移動通信環境の充実 ・ 移動通信用鉄塔施設の整備による移動通信

環境の充実 

□情報サービスの

充実 

 

ケーブルテレビの一元化

の検討 

・ KKM テレビ雲南、DAITO よいとこネット、

いいし夢ネットのサービス内容、利用料金

等の統一化 

情報提供・情報発信機能の

強化 

・ ケーブルテレビの独自チャンネルによる行

政情報・地域情報の受発信の推進 

・ 新市の情報を地域外に発信する番組制作 

・ 音声告知、防災情報の提供 

・ 自主活動や公益的事業など、住民によるケ

ーブルテレビの活用促進 

□情報化に対応す

る人材育成 

情報活用能力の向上 ・ IT 講習会等による情報活用能力の向上 

・ 公共施設における利用しやすい情報通信機

器の導入促進 

地域情報化の推進に向け

た体制づくり 

・ ボランティア組織等を中心とした普及・支

援体制の充実 

・ 地域情報化を推進する人材や活動組織の育

成 
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④生活環境の充実 

 上水道施設、下水道施設の整備を推進するとともに、水源の確保を図ります。

また、ごみ・し尿処理体制の充実を図り、住民や活動組織と一体となって、ごみ

の減量化や再資源化に取り組みます。住環境については、住宅・宅地の供給を図

るとともに、公営住宅の改修や公園・緑地・広場等の整備を計画的に実施し、う

るおいのある住環境を創出します。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□上下水道の整備 

 

 

上水道施設の整備 ・ 上水道の整備 

・ 水道施設・設備の充実と事業の運営 

・ 飲料水確保対策の推進 

水源の確保 ・ 水道用水の供給に向けた尾原ダム等の建設

促進 

下水道施設の整備 ・ 公共下水道の整備 

・ 合併処理浄化槽の整備促進 

・ 農業集落排水の整備促進 

・ 下水道施設・設備の改良と事業の運営 

□環境衛生の充実 ごみ・し尿処理体制の充実 ・ 廃棄物処理業務の実施 

・ 汚泥、ごみ処理施設等の整備 

ごみの減量化と再資源化

の推進 

・ ごみの分別収集の徹底 

・ ペットボトル、古紙、古布、天ぷら廃油等

の再資源化の推進 

・ 生ごみの自家処理の推進 

・ 住民や活動組織と一体となった取り組みの

推進 

□火葬場業務の実

施 

火葬場業務の実施 ・ 火葬場業務の実施 

□住環境の充実 住宅・宅地整備の推進 ・ 公営住宅、若者住宅、高齢者住宅など多様

な住宅整備の推進 

・ 宅地・分譲地の整備 

・ 県営住宅団地の誘致 

公営住宅の維持管理 ・ 公営住宅の改修整備等、維持管理の推進 

公園・緑地・広場等の計画

的な整備 

・ 公園・緑地・広場・駐車場など、住宅整備

にあわせた環境整備の推進 

・ 共同墓地・墓地公園の整備 

民間賃貸住宅整備の環境

支援 

・ 進入路、緑地など環境整備 
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⑤自然環境の保全 

 自然保護や環境保全について、意識啓発や住民の主体的な活動を推進すると同

時に、自然とふれあう場づくりをすすめます。また、循環型社会を目指して、行

政をはじめとする地域全体の取り組みとして、省資源・省エネルギー運動や循環

型システムの構築、新エネルギーの導入を推進します。さらに、景観整備や景観

形成に対する理解促進を図り、自然や歴史文化を活かした住民参画による景観づ

くりを推進します。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□自然保護・環境

保全の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然保護・環境保全に対す

る意識啓発 

・ ポイ捨て禁止条例、赤川ほたる保護条例の

推進 

・ 地域内の自然環境や優れた景観についての

情報発信 

・ 自然保護・環境保全に対する意識啓発と広

域的な理解・協力の促進 

・ 小・中学校等における環境教育の推進 

自然保護・環境保全活動の

推進 

・ 河川浄化事業の推進 

・ 地域ごとの自然保護活動、環境保全活動、

清掃・美化活動の推進 

・ 住民の主体的な自然保護・環境保全活動へ

の支援 

・ 不法投棄防止策の推進 

自然とふれあう場づくり

の推進 

・ 自然を活かした公園等の整備 

・ 尾原ダム湖公園や龍頭・八重滝県立自然公

園の整備 

・ 親水ゾーンなど親水空間の整備 

□循環型社会の構

築 

 

循環型社会における行政

システムの構築 

・ ISO 認証取得による地域経営の視点に立っ

た行政システムの構築 

・ 公用車・清掃車等への環境に配慮したクリ

ーン自動車、バイオディーゼル燃料車の導

入 

循環型社会の仕組みづく

り 

・ 省資源・省エネルギー運動の推進 

・ 廃食油の回収とバイオディーゼル燃料車へ

の利用など、住民と行政が一体となった循

環型システムの構築 

新エネルギー関連事業へ

の取り組み推進 

・ 木質バイオマス等、新エネルギーの開発と

活用の推進 

・ 太陽光エネルギー等、廃棄物によって環境

を汚染することのないクリーンエネルギー

の導入促進 
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□景観づくりの推

進 

 

 

住民参画による新市の景

観づくりの推進 

・ 景観形成基本方針や景観条例の制定による

景観整備の促進 

・ 歴史文化を活かした景観整備の推進 

・ 棚田など豊かな農村景観の保全 

・ 花や緑など彩り豊かな美しい景観整備の推

進 

・ 日本一のさくらのまちづくりの継承 

 

⑥消防・防災・安全対策の充実 

 緊急時の情報伝達手段の確立や地域防災組織の充実、災害発生に備える防災セ

ンターの整備などによる防災体制の充実に併せて、広域消防体制との連携強化や

消防団員の確保をすすめます。また、自然災害の発生を防ぐための治山・治水事

業や、交通事故・犯罪等の発生を防ぐための交通安全対策や防犯活動、消費者保

護の推進を図ります。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□消防・防災体制

の充実 

防災体制の充実 ・ 広域地域防災計画の策定 

・ 防災に配慮した計画的な土地利用の推進 

・ 防災無線等、緊急時の情報伝達手段の確立 

・ 避難場所、危険個所等の周知の徹底 

・ 地域防災組織の充実 

・ 災害発生時に備える防災センターの建設  

消防体制の充実 ・ 消防団員の確保による非常備消防体制の充

実 

・ 広域消防体制との連携強化 

・ 消防水利・防火施設等の整備推進 

□防災対策の推進 治山事業の推進 ・ 荒廃山地、荒廃危険山地等の復旧・整備 

・ 保安林の機能を維持強化するための森林の

整備 

・ 山地災害危険地の集中した地域や水土保全

機能が重要とされる地域における森林整

備、荒廃地の復旧等の総合的実施 

・ 地すべり・急傾斜による被害の防止・軽減 

治水事業の推進 

 

 

・ 斐伊川治水、県東部における上水の供給等

の多目的ダムとして尾原ダムの建設促進 

・ 治水対策としての河川改修や砂防対策の推

進 
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□安全対策の充実 交通安全・防犯活動の推進 ・ 交通安全はつらつクラブなどの交通安全組

織や公民館等における交通安全教育や交通

安全運動の推進 

・ 交通安全施設や通学路の巡回検討等の実施 

・ 地域の防犯組織の育成と活動促進 

消費者保護の推進 ・ 消費者からの苦情・相談体制の充実 

・ 警察、消費者センター等との連携強化 

・ 消費情報の提供 
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生涯をとおして健やかで安心して暮らすことは、市民みんなの願いです。新市

では、安心生活を創造する「誰もが健やかに安心して暮らすまち」を目指して、

保健・医療・福祉に関する施策を推進します。 

特に、新市で新しく取り組む施策として、ふるさとの恵みである「笑顔あふれ

る地域の絆や世代がふれあう家族の暮らし」を活かして、市民一人ひとりが地域

福祉活動等への可能な範囲での積極的な参加ができる仕組みづくりをつくり上

げるなど、いきいき健康長寿の推進と子育て支援の充実を重点的にすすめます。 

基本施策では、保健・医療・福祉の充実と地域福祉の推進を図るとともに、高

齢者福祉や障害者福祉、子育て支援の充実を図ります。 

 

 

（１） 重点施策：いきいき健康長寿の推進と子育て支援の充実 

①身近な支え合いと住民参加による保健福祉ネットワークの拡充 

・旧町村単位における保健福祉センターの機能の充実と小地域活動の展開 

・福祉における地域生活拠点・小規模多機能福祉センターの整備 

・小規模多機能福祉センターにおけるデイサービス、食事サービス、一時預かり

等の機能の拡充 

・コミュニティにおける助け合い・支え合いの保健福祉活動の推進 

・日常生活圏域における住民参加の促進と関係団体・組織等のネットワーク化に

よる保健福祉活動推進体制の構築 

 

■保健福祉ネットワークのイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住民参加による 

助け合い・支え合い 

ネットワーク 

 

 

小規模多機能 

福祉センターで 

サービス提供 

保健福祉センター 

（旧町村単位） 

ボラン 

ティア 

コミュニティ 民間 

事業者 

NPO 
公民館 

集会所 

社会福祉 

協議会 
医療機関 

福祉施設 

３ 誰もが健やかに安心して暮らすまち 
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②生涯健康でいきいきと生活できる小児期からの健康づくりの推進 

・高齢者の平均自立期間が県内上位の地域特性を活かした高齢者等の身体能力の

維持をテーマとした健康・体力づくりの推進 

・大学や専門機関等との連携による「身体教育医学」研究機関の設置による小児

期からの健康・体力づくり研究の推進と保健・福祉・教育施策への研究成果の

反映と全国への情報発信 

 

③生涯現役の支援と高齢期の生きがいづくりの推進 

・人材登録制度の創設による地域人材の活動の場の拡大や交流促進 

・特産品開発や体験交流事業、伝統文化の伝承や子育て支援、コミュニティビジ

ネス等、地域の中で高齢者が技術や経験を活かして活躍できる出番づくりの推

進 

 

④子どもを健やかに生み育てられる環境づくりの推進 

・全地域への地域子育て支援センターの設置やファミリーサポート制度の導入 

・保育に要する経費の負担軽減など、子育て家庭に対する支援策の拡充 

・地元農家や地元企業、栄養士や保育士、調理師等の幅広い参画による地元食材

を使った食育活動の推進 

・幼保一体化施設整備等による多様な需要に対応した幼児教育の推進 

 

⑤障害者の社会参加と自立支援の推進 

・障害者共同作業所、小規模授産施設等、社会復帰施設の整備による障害者の自

立生活のための地域基盤の充実 

・グループホームや通所授産施設の整備等による地域生活への移行の推進 

 

⑥福祉事務所設置にともなう体制充実 

・事務権限の拡大による生活保護や障害者福祉、児童福祉などに関する相談・指

導・援助体制の充実 
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（２） 基本施策：保健・医療・福祉 

①保健・医療・福祉の充実 

 健康づくりと予防医療の充実により、住民が主体的に取り組む健康づくり活動

や生活習慣病予防の推進を図ります。医療については、地域の医療機関等の連携

による診療体制の充実と救急搬送体制など救急医療体制の充実を図ります。また、

総合的な相談窓口の設置や一体的な介護サービス体系の構築によって、保健・医

療・福祉の連携を強化します。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□健康づくりの推

進 

 

 

健康づくり体制の整備 ・ 健康日本 21新市計画の策定 

・ 保健センター等の拠点施設の整備、充実や

公民館を中心とした地域の健康づくり拠点

の整備 

・ 心の健康を守るための相談体制の充実 

健康づくり活動の推進 ・ 住民の主体的な健康づくり活動の支援 

・ ライフスタイルの改善による生活習慣病予

防の推進 

・ 感染症予防対策の推進 

・ 福祉施設・健康増進施設・学校・公民館等

を活用した小児期からの健康づくり活動の

推進 

・ 健診、予防接種システムの活用と適正な実

施による病気予防 

□地域医療体制の

充実 

診療体制の充実 ・ 公立雲南総合病院を核として、地域診療

所・医師会・歯科医師等の連携による高度

医療や小児救急、在宅当番医制度等、診療

体制の充実 

・ 緊急・休日・夜間の診療体制の充実 

・ 地域診療所における医療従事者の確保 

・ 医療機関等への交通利便性の向上 

救急医療体制の充実 ・ 救急搬送体制の充実 

・ 救急救命士の育成 

□保健・医療・福

祉の連携 

 

 

保健・医療・福祉の連携強

化 

・ 保健・医療・福祉のあらゆる相談・問い合

わせに対応する総合相談窓口の設置 

・ 健康診査結果や受診履歴等、保健・医療・

福祉の情報網の構築 

・ 保健・医療・福祉が一体となったケアシス

テムの構築 
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②地域福祉の推進 

行政と関係団体や住民活動との連携によって、身近な生活圏での支え合いや助

け合いのための地域福祉体制の充実を図ります。地域の福祉拠点となる福祉施設

や公民館等における支援体制の充実を図り、地域社会を基盤とした福祉活動を推

進します。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□地域福祉活動の

推進 

 

 

 

地域福祉体制の充実 ・ 新市地域福祉計画の策定 

・ 社会福祉協議会や社会福祉法人、NPO、住

民活動との連携強化 

・ 地域福祉活動やボランティア活動への理解

と住民参画の促進 

地域福祉活動の推進 ・ 福祉施設や公民館等、地域の福祉拠点にお

ける支援体制の充実 

・ 福祉ボランティア団体等の地域社会を基盤

とした福祉活動の育成と支援 

 

③高齢者福祉の充実 

 高齢者の自立と社会参加を促進するため高齢者の交流機会や活動の場の確保

など、地域の生活環境の充実を図ると同時に、介護予防や生きがいづくりを推進

し、生活支援サービスや在宅介護支援の充実を図り、在宅福祉を推進します。ま

た、福祉施設や人材等のサービス基盤の整備やサービス水準の向上によって、サ

ービス提供体制の整備を図ります。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□高齢者の自立と

社会参加の促進 

 

 

自立と社会参加に向けた

地域の生活環境の充実 

・ 新市老人保健福祉計画の策定 

・ 高齢者の社会参加や就業の促進に向けた意

識改革の推進 

・ 高齢者の交流機会や活動の場の確保と情報

提供の推進 

□在宅福祉の推進 介護予防・生きがいづくり

の推進 

・ ミニデイサービス等、地域で取り組む転倒

予防・痴呆予防・とじこもり予防のための

事業の推進 

・ 生きがいづくり活動の推進 
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生活支援サービスの充実 ・ 民間事業者や NPO 等の生活支援サービス

提供者やサービス内容の多様化の促進 

・ 軽度生活援助事業等の推進による在宅福祉

の充実 

・ 高齢者世帯に対する緊急通報体制の整備 

在宅介護支援 ・ 在宅介護支援センター機能の充実 

・ 家族介護者への支援の充実 

・ ITを活用した各種高齢者サービス情報の提

供と活用の促進 

□サービスの提供

体制の整備 

 

サービス基盤の整備 

 

・ 特別養護老人ホーム、グループホーム等の

施設整備の推進 

・ ホームヘルパーなどの人材の育成・確保 

サービス水準の向上 ・ ケアマネージャー、ホームヘルパー等への

研修を通じた資質の向上と専門性の確保 

・ サービス提供事業者の資質の向上 

 

④障害者福祉の充実 

 障害者の自立と社会参加を促進するためノーマライゼーションの理念と人権

意識の高揚を図り、障害者を支える体制づくりや公共施設等のバリアフリー化な

ど、地域基盤の整備を推進します。また、障害者の交流機会や活動の場の確保を

すすめ、社会参加と経済的自立を支援します。福祉サービスについて、各種の生

活支援サービスや福祉施設、相談体制などの充実を図ります。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□障害者の自立と

社会参加の促進 

 

 

 

ノーマライゼーションの

理念と人権意識の高揚 

・ 新市障害者プランの策定 

・ ノーマライゼーションの理念についての啓

発活動の推進 

・ 地域活動や文化・スポーツ活動等を通じた

交流機会の拡大 

・ 小・中学校等における障害者に対する理解

を深める福祉教育の推進 

自立生活のための地域基

盤の整備 

・ 社会福祉協議会や住民活動との連携による

障害者を支える地域福祉体制の確立 

・ 障害者共同作業所、小規模授産施設等の整

備 

・ 公共施設、交通、住宅等のバリアフリー化

の促進 

・ 福祉用具等の研究開発やユニバーサルデザ

イン化の促進 
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社会参加と経済的自立の

支援 

・ IT等の活用や企業との連携による職業能力

開発の充実 

・ 福祉、医療、教育など関係分野の連携によ

る就業に対する支援体制の構築 

・ 障害者の交流機会や活動の場の確保と情報

の提供 

□福祉サービスの

充実 

 

 

 

 

 

生活支援サービスの充実 ・ デイサービス、居宅支援、福祉サービス等

の充実 

・ 疾病、事故等の予防・防止と治療・医学的

リハビリテーションの推進 

障害者福祉施設の整備 ・ グループホームや通所授産施設の整備 

相談体制の充実 ・ 関係機関の連携による身近な相談体制の確

立 

・ 福祉サービスや雇用、社会参加などの情報

提供の推進 

 

⑤子育て支援の充実 

 子育てに対する意識啓発やさまざまな子育て活動の推進によって、地域で子ど

もを育てる環境づくりを推進します。また、専門家を含めた相談体制の充実など、

母子保健活動の推進を図るとともに、幼保一体化による幼稚園・保育所の施設・

人員体制の充実や多様な保育サービスの提供に取り組み、子育て支援の拡充を図

ります。加えて、地域における子育て拠点の機能充実を図り、身近な支援体制や

情報提供・相談体制の充実によって、総合的な子育て支援を推進します。  

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□地域で子どもを

育てる環境づく

り 

 

 

 

子育てに対する意識啓発 ・ 出産や子育てに対するあらゆる世代の理解

促進 

・ 男女共同参画の推進 

・ 児童虐待の防止の啓発 

子育て活動の推進 ・ 自然環境を活かした子どものための遊び場

や親子の交流の場づくり 

・ 読み聞かせなど、子育てサークルや子育て

ボランティアの活動支援 

・ 地域行事等を通じた世代間交流の促進 
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□子育て支援の拡

充 

 

 

 

母子保健活動の推進 ・ 医療機関等との連携による妊娠から出産、

子育てに関する相談体制の充実 

・ 健康相談や検査体制の充実 

・ 医師や保健師、栄養士等が参加する交流

会・相談会等の実施 

幼保一体化の推進 ・ 幼保一体化に対応した施設整備 

・ 職員体制の充実 

・ 幼稚園・保育所施設の充実 

保育サービスの充実 ・ 乳児保育、延長保育、一時保育、病後時保

育、障害児保育等、多様な保育サービスの

提供 

・ 第３子以降の保育料を中心とした軽減措置

の実施 

子育て支援体制の充実 ・ 新市次世代育成支援行動計画の策定 

・ 地域の子育て拠点として子育て支援センタ

ーの設置と機能充実 

・ ファミリーサポートセンター事業の充実 

・ 学童保育の実施や放課後児童クラブ、児童

館の開設 

・ 母子・父子福祉の充実 

情報提供・相談体制の充実 ・ 子育てや教育に関する情報提供の充実 

・ 子育て・教育相談窓口の設置 

 



 

 

第
６ 

 

ま
ち
づ
く
り
の
主
要
施
策 

71 

 

   

まちは人とともに育ちます。まちづくりは人づくりです。新市では、人が輝く

教育・文化を実現する「ふるさとを愛し豊かな心を育む教育と文化のまち」を目

指して、生涯学習・教育・文化に関する施策を推進します。 

特に、新市で新しく取り組む施策として、ふるさとの恵みのひとつである「ふ

るさとへの誇りと愛着」を活かして、新市の自然・文化・歴史を活用した新市な

らではのよりよい教育環境の創造と生涯学習活動の推進を重点的にすすめます。 

基本施策では学校教育の充実や生涯学習の推進を図ります。また、文化・スポ

ーツの振興と人権の尊重、国際化への対応を推進します。 

 

 

（１） 重点施策：よりよい教育環境の創造と生涯学習活動の推進 

①地域と一体となった学校教育推進体制の確立 

・子育てと教育を考える住民（地域）会議の設置による行政と地域住民の協働に

よる教育環境づくり 

・住民参加による新市の教育目標と教育振興基本計画の策定 

 

②魅力ある学校教育内容の充実 

・基礎学力や体力の向上を目指した初等教育の徹底した充実 

・銅鐸、たたら跡をはじめとした文化財・産業遺産などの本物の資源や地域の歴

史や文化を活かしたふるさと教育、国際化に対応するための教育、情報化に対

応するための IT 教育、食や健康、農林水産業に関する食農教育、自然環境を

活かした野外体験プログラム、さらに心を育む教育など、新市の特色ある教育

課程の推進 

・幼・小・中の連携や中高一貫教育、小規模校相互の交流による魅力ある学校教

育システムの構築 

 

③生涯学習支援施設としての公民館の機能充実 

・公民館への人的支援等による運営体制の充実と総合センター（支所）職員との

連携による公民館活動の支援 

・図書館の充実と各地域を結ぶ図書館ネットワークの構築 

４ ふるさとを愛し豊かな心を育む教育と文化のまち 
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④子育て支援の視点を踏まえた幼児教育の充実 

・就学前の教育・保育の一層の充実を図るため、構造改革特区を活用して、幼保

一体化施設のモデル的取り組みの実施 

・ファミリーサポート制度の導入等による子育て支援体制の確立 

 

⑤不登校対策など子供たちへのきめ細やかな相談指導体制の強化 

・子供や親、教員など子供の教育にかかわる人々の悩みや課題の解決のため、既

存の施設等の活用により、社会経験が豊富で臨床心理士の資格を有するなどの

専門的な人材を配置した体制の整備 

・地域、県などの専門機関との連携、共通の悩みを持つ親たちのグループ化促進

などネットワークづくりの推進 

 

 

（２） 基本施策：生涯学習・教育・文化 

①学校教育の充実 

 学校情報の提供や家庭・地域との連携強化に取り組み、地域にひらかれた学校

づくりを推進します。学校においては、確かな学力の育成に向けてきめ細やかな

教育体制や専門的な相談体制などの体制の整備と地域連携や学校間連携をすす

め、総合的な学習の時間やふるさと教育を通じて特色ある教育を推進します。ま

た、学校施設の充実や通学手段の確保により、教育環境の充実を図ります。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□地域にひらかれ

た学校づくりの

推進 

 

 

地域にひらかれた学校教

育の推進 

・ 広報紙やケーブルテレビ、インターネット

等を通じた地域への学校情報の提供促進 

・ 学校評議員制度の導入 

家庭・地域との連携強化 ・ 地域教育コーディネーターを中心とした地

域との連携強化 

・ PTA 等を中心とした家庭との連携強化 

□特色ある教育の

推進 

 

 

 

学力の向上・生徒指導の充

実のための学校支援体制

の整備 

・ 教育推進プロジェクトチームの結成 

・ 複数教師による指導体制や地域講師等によ

るきめ細かな教育体制の導入 

・ 外国語指導助手や外国人教師等による外国

語教育・国際理解教育の推進 

・ 心の教室など相談体制の充実 

・ スクールカウンセラーの招致 
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総合的な学習の推進と地

域連携 

・ 基礎的な学力の定着を図る取り組みの推進

と学習課程の研究開発 

・ 地域の特性を活かした総合的な学習への取

り組みの推進 

・ コンピュータ教育の推進 

・ 学力向上フロンティア、ボランティア推進

校等、指定校制度による教育研究や教育活

動の推進 

ふるさと教育の推進 ・ 独自の副読本等の導入によるふるさと教育

の充実 

・ 学校給食における地元産健康野菜の導入と

地元生産者等との交流 

・ ふるさとをみつめる野外体験活動の充実 

学校間の連携と交流の促

進 

 

・ 小規模校を中心とした学校間交流による相

互学習効果向上の推進 

・ 学校行事、クラブ活動、部活動等における

学校間の連携と交流の促進 

・ インターネット等を通じた地域外の学校等

との交流活動の促進 

特別支援教育の推進と人

的体制整備 

 

・ 特別支援教育コーディネーター（仮称）の

設置 

・ 専門機関との有機的な連携と協力 

□教育環境の充実 

 

 

 

学校施設の充実 ・ 小学校施設の整備 

・ 中学校施設の整備 

・ 給食施設の整備 

・ 高等学校施設の整備 

通学支援 

 

・ スクールバスの運行 

・ 通学区域の弾力的運用の検討 

地域における相談指導体

制の強化 

・ 子どもの生活や教育に対する専門的人材に

よる相談・指導体制の確立 

・ 共通の悩みをもつ保護者のネットワークづ

くり 
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②生涯学習の推進 

 関係機関・団体等が一体となった生涯学習推進体制の確立に併せて、学習プロ

グラムや学習講座の開設、指導者の育成・確保、自主的な活動への支援によって、

一人ひとりの生涯学習を支援する機能の充実を図ります。生涯学習環境について

は、地域の学習拠点となる施設等の整備によって多様な学習ができる環境の充実

を図ります。また、家庭や地域における諸活動や青少年が取り組む活動への支援

等を通じて、青少年の健全育成を図ります。 

 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□生涯学習の推進 

 

 

生涯学習推進体制の確立 ・ 生涯学習推進基本構想の策定 

・ 公民館、学校、関連団体、住民ボランティ

ア等による生涯学習推進本部体制の確立 

生涯学習支援機能の充実 ・ 講座や活動メニューの相互利用による生涯

学習プログラムの充実と市民大学講座の開

講 

・ 人権教育の推進 

・ 指導者の育成・確保と人材情報の一元管理 

・ 公民館等における生涯学習の支援体制の充

実とコーディネート機能の強化 

・ 自主的な活動に取り組む社会教育団体の育

成・支援 

□生涯学習環境の

充実 

 

 

生涯学習施設の充実 

 

・ 公民館、図書館整備など地域の生涯学習拠

点の整備 

・ 専門知識や技術を身につけられる専門学校

や民間生涯学習施設の誘致 

施設管理の効率化と利便

性の向上 

・ 各種施設の一元管理による管理運営の効率

化と利用予約等における利便性の向上 

・ 学習施設、文化施設、スポーツ施設等の広

域的な利用促進と有効活用 

高等教育機関や民間事業

者との連携強化 

・ 公開講座等による大学・短期大学、高等専

門学校等の高等教育機関との連携 

・ 生涯学習関連事業を実施している企業・民

間教育事業者との連携 

□青少年の健全育

成の推進 

青少年の健全育成の推進 ・ 家庭や地域における健全育成活動の促進 

・ スポーツ少年団等の育成 

・ 青少年の参画による催し等の企画・開催 
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③幼児教育の充実 

 幼保一体化の推進によって、施設や人員体制の充実等をすすめ、幼稚園・保育

所の教育体制の充実を図ります。また、幼保一体化の利点を活かした教育や世代

間交流、地域交流を通じた教育を推進し、教育内容の充実を図ります。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□教育体制の充実 

 

幼保一体化の推進（再掲） ・ 幼保一体化に対応した施設整備 

・ 職員体制の充実 

・ 幼稚園・保育所施設の充実 

□教育内容の充実 

 

教育内容の充実 

 

 

・ 異年齢交流を通じた社会性の育成など幼保

一体化の利点を活かした教育内容の充実 

・ 世代間交流や地域交流を通じた教育の推進 

 

④文化・スポーツの振興 

 文化財の保存と体験学習・交流活動等への活用を図ると同時に、地域の歴史文

化・伝統芸能等の保存と継承を推進し、地域文化の振興を図ります。また、文化・

芸術活動やスポーツ・レクリエーション活動について、施設の充実や有効活用、

活動組織・団体への支援等によって、住民の文化・芸術活動への参画や生涯スポ

ーツを推進します。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□地域文化の振興 文化財の保存と活用 ・ 文化財の調査・指定、保存 

・ 文化財を活かした学習の場の整備 

・ 文化財を活かした体験学習の推進 

・ ボランティアによる案内人の育成 

・ 貴重な文化財のネットワーク化による歴史

探訪ルートの整備 

歴史文化・伝統芸能等の保

存・継承 

・ 銅鐸、鉄など豊富な歴史文化資源の保存 

・ 神楽、太鼓、和歌など伝統芸能の保存・継

承活動の推進と後継者の育成 

・ 地域の伝統行事・祭などの保存・継承 

地域文化の発信と文化交

流の推進 

・ 弥生・青銅器文化、桜、鉄などの地域文化

を背景とした国内外地域との交流活動の推

進 

・ 永井隆平和賞の全国的、世界的展開 

・ 地域文化を発信する施設等の整備 

・ 文化交流施設の建設 

・ コミュニティ文化施設の整備 
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□文化・芸術活動

の推進 

文化・芸術等の活動環境の

充実 

・ 文化ホール等の有効活用による文化・芸術

の鑑賞機会の充実 

・ 市民創作劇など住民の文化・芸術活動の支

援 

・ 発表会、作品展示等、活動成果の発表機会

の充実 

活動組織・団体の育成 ・ 文化、芸術団体などの活動組織の育成 

・ 活動団体・グループ等の交流促進による主

体的な活動の活発化 

□スポーツ・レク

リエーション活

動の推進 

スポーツ・レクリエーショ

ン等の活動環境の充実 

・ プール、ボートコースなど、スポーツ・レ

クリエーション施設の改修・整備 

スポーツ・レクリエーショ

ンの普及 

・ 軽スポーツ講習やスポーツ教室など、あら

ゆる世代が楽しめるスポーツの普及 

・ チャレンジデーやマイスポーツづくりによ

る生涯スポーツの推進 

・ 全国ターゲットバードゴルフ大会やお花見

レガッタなど、スポーツイベントの開催 

活動組織・団体の育成 ・ 住民主導の地域総合型スポーツクラブの育

成と活動支援 

 

⑤人権の尊重 

  人権を尊重する社会づくりを目指して、さまざまな機会における意識啓発や人

権教育を推進するとともに、人権尊重推進体制の構築とあらゆる人権問題への対

応による総合的な人権施策を推進します。また、男女共同参画社会についての意

識啓発や学校・職場・家庭・地域における男女共同参画を推進します。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□人権を尊重する

社会づくりの推

進 

人権尊重に向けた意識啓

発の推進 

・ 人権意識やあらゆる人権問題についての意

識啓発の推進 

・ ノーマライゼーションの理念の普及啓発 

人権教育の推進 ・ 学校教育における人権教育の推進 

・ 生涯学習における人権教育の推進 

□総合的な人権施

策の推進 

人権尊重推進体制の構築 ・ 人権教育・啓発基本方針の策定 

・ 人権施策推進に向けた行政と学校・地域・

職場等の連携強化 

同和問題の早期解決 ・ 同和問題の早期解決のための諸施策の推            

進 

人権問題への対応の推進 ・ 高齢者、障害者、女性、子ども、外国人な

どの人権擁護の推進 
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□男女共同参画社

会づくりの推進 

男女共同参画社会に向け

た意識啓発の推進 

・ 男女共同参画社会の実現に向けた啓発活動

の推進 

・ 学校・職場・家庭・地域における意識改革

の促進 

男女共同参画社会の推進 ・ 男女共同参画計画の策定 

・ 政策・方針決定過程への女性の参画の推進 

・ 地域や家庭における男女共同参画の促進 

 

⑥国際化への対応 

地域における国際交流機会の提供や国際交流団体等の育成によって、国際化に

対応した地域社会や国際感覚に優れた人材の育成を図ります。また、在住外国人

との交流による国際理解の促進や在住外国人への生活支援によって、地域の国際

化を推進します。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□国際交流の推進 国際交流の推進 ・ 国際交流事業や国際交流員の招聘等による

国際交流機会の提供 

・ 国際交流団体の育成 

□国際化の推進 国際化の推進 ・ 在住外国人との交流による国際理解の促進 

・ 交通安全教室や日本語教室の開催など、在

住外国人の生活支援 
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地域経済の自立に向け、産業振興への取り組みを強力にすすめる必要がありま

す。新市では、ふるさと産業を創出する「多様な地域資源を活かした産業が発展

するまち」を目指して、産業・雇用に関する施策を推進します。 

特に、新市で新しく取り組む施策として、ふるさとの恵みのひとつである「新

鮮で安全な食と農の継承」を活かして、新市をまるごと売り込む地域ブランド化

の推進と販路開拓機能の強化への取り組みをはじめとした具体的な政策の積み

重ねをすすめます。市民と産業界、行政が一体となった自立型地域経済圏の確立

に向けた産業の創出を重点的にすすめます。 

基本施策では、農林業の振興を図るとともに、工業や商業、観光の振興を図り

ます。また、新ビジネスの起業化や就労の場の創出を推進します。 

 

 

（１） 重点施策：自立型地域経済圏の確立に向けたふるさと産業の創造 

①新市における産業振興支援体制の強化 

・行政組織機構における産業振興部の総合調整機能の強化による重点的かつ効果

的な施策展開 

・産業振興部への産業創出部局の設置による企業需要への迅速な対応や産業分野

等に限定されない総合的な対応 

・柔軟で機動的な産業振興施策の遂行に向けた新市産業振興センターの設立と民

間からの専門的人材の確保 

 

■産業振興支援体制のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地域産業の振興  雇用の場づくり】 

雲南市産業 

振興センター 

情報提供・発信 異業種交流の場 外部機関との連携 専任職員の確保 

地場産業の振興 

企業誘致の推進 起業化の支援 

農業特区の推進 

産学官連携の推進 

研究機関等の誘致 新産業の創出 

人材の育成 

工業団地等の整備 

地元企業との 

ネットワークづくり 

商品開発の支援 

販路開拓の強化 

 

貸工場等の整備 

起業化支援コーディ

ネーターの配置 

起業家の育成 

女性や高齢者の支援 

企業の農業参入支援 

特区進出企業の誘致 

新市産業振興部局との連携 

５ 多様な地域資源を活かした産業が発展するまち 
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②地域特性を活かした農業特区等の導入 

・企業の農業参入による生産振興や担い手育成、経営基盤の強化等の促進 

・グリーンツーリズムへの参入や農業の６次産業化を促進させる環境づくり 

・食料品製造業や飲食サービス業等との連携促進 

 

③産業振興・雇用創出を推進する基盤づくり 

・起業化支援機能の強化（遊休施設等を活用した工場や農場、事務所等の整備に

よる民間貸与） 

・企業の立地需要に対応した工業団地や流通業務団地の整備 

・大学等の研究教育機関の活用及び誘致による産学官連携の推進 

 

④【健康安全】 農食連携による「有機産業」の振興 

～雲南らしさを活かした全国に誇るオンリーワン産業への挑戦～ 

・低農薬、有機栽培の技術普及によるエコロジー農産物の生産振興 

・農家や集落営農組織、食料品製造業者等の連携による健康食品産業の育成 

・集落営農組織等による水田の維持管理の体制強化と水稲の多面的利用の促進 

・中山間地域における山地畜産による畜産及び酪農事業の推進 

 

⑤【技術革新】 「ものづくり産業」の高付加価値化 

～人・もの・技術・情報のネットワークによる活力ある製造業の育成～ 

・オンリーワン企業の高度化や製造業ネットワーク活動の支援 

・産学官連携による環境や健康福祉分野の共同研究、商品開発の促進 

・工業団地及び流通業務団地の整備による企業誘致の促進 

 

⑥【都市創造】 都市の高度化による「生活産業」の充実 

～都市の高度化による暮らしを豊かにする産業の発展～ 

・新市の都市計画策定を踏まえた民間と行政が連携した市街地開発の推進 

・集客性の高い新たなにぎわい拠点や商業集積の整備促進 

・暮らしを支える生活支援サービスの起業促進（移動、買物、家事、食事、子育

て、葬祭等） 

 

⑦【資源活用】 持続可能な「交流・循環産業」の創出 

～地域特性を活かした持続可能な交流・循環産業の創出～ 

・地域の自然や景観、歴史文化等を活用した観光や体験交流の促進 

・雲南らしい地域資源を活用した産業観光の推進（産業遺産、工房、農場、加工

施設、産直市等） 

・地元産木材の利用と木質未利用資源の活用（有機産業との連携） 
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（２） 基本施策：産業・雇用 

①農林業の振興 

  農業においては、営農体制の充実を図ると同時に、新規就農や農外企業参入等

の促進によって担い手の育成を図ります。また、ほ場や農道・林道等の生産基盤

の整備や関係機関等との連携による指導体制の充実を図り、米・野菜・果樹・花

き等の多様な農産物の生産振興、山地畜産の推進やふん尿処理体制の確立による

畜産・酪農の振興を図ります。さらに、地産地消を推進し、産直市での販売や地

元農産物等を活用した給食・食事等の提供を促進するほか、特産品の開発と販売、

交流事業等の展開によって農業の６次産業化を推進します。 

  林業においては、造林事業の促進や担い手確保によって森林整備を推進すると

ともに、間伐材利用等の森林資源の活用促進や森林空間の多様な活用を推進しま

す。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□営農体制と担い

手づくり 

営農体制の充実 ・ 集落営農組織による営農体制の充実 

・ 認定農業者の育成や農業生産法人による農

業経営の促進 

・ 農業機械の共同利用等による効率的な営農

の推進 

担い手の育成 ・ 後継者や新規就農者の技術研修による担い

手育成 

・ UJI ターン者や退職者等の新規就農の促進 

・ 農外企業参入を促進する取り組みの推進 

□生産基盤の整備 ほ場整備の推進 ・ 機械化営農による省力化と生産性向上を図

る農地の整備 

・ 中山間地域の農村活性化を図るほ場・農

道・用水等の総合的な整備 

・ 小規模土地改良整備 

農道・林道整備の推進 ・ 農道網の基幹となる農道の整備 

・ 林道整備の推進 

農地保全の推進 

 

・ 農地の流動化の促進 

・ 地すべり対策の実施 
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□農業生産の振興 

 

 

多様な農産物の生産振興 ・ 米、野菜、果樹、花き等の特産化の推進と

生産振興 

・ 有機農産物の振興 

・ バイオテクノロジーを活用した技術開発と

技術普及 

・ 有害鳥獣対策の充実 

・ 水田の維持に向けた研究 

指導体制の充実 ・ 試験研究機関や JA との連携による生産指

導体制の充実 

・ 技術開発や技術研修機会の充実 

□畜産・酪農の振

興 

畜産業の振興 ・ 山地畜産の推進 

・ 共進会、指導会の開催 

ふん尿処理体制の確立 ・ 家畜ふん尿の堆肥製造への活用等、処理体

制の確立 

□地産地消の推進 地元農産物の地元消費の

拡大 

・ 産直市など、地域における地元農産物の販

売の促進 

・ 学校、福祉施設、宿泊施設等での地元産物

を活用した給食・食事等の提供促進 

□農業の６次産業

化の推進 

特産品開発の推進 ・ 地元加工グループ等による農産加工の推進 

・ 商品化に向けた専門家による助言・指導体

制の確立 

販売体制の強化 ・ 都市への流通・販売経路の開拓 

・ インターネットによる通信販売の推進 

交流型農業の推進 ・ 生産者と消費者との交流機会の充実 

・ 体験農業など、農地や森林を活用した交流

事業の展開 

□森林の保全・活

用 

 

 

 

森林整備の推進 ・ 間伐等の適切な保育作業の促進 

・ 上下流の市町村の協力（森林整備協定）に

基づく森林整備事業の推進 

・ 松くい虫防除駆除の実施 

・ 林業体験の促進と UJI ターン者の受入 

森林資源の活用 ・ 間伐材等の用途開発による木材利用の促進 

森林空間の活用 ・ 森林空間を活用した交流の場づくり 

・ 保養・療養など、医療・福祉機関等と連携

した森林空間の利用検討 
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②工業の振興 

  地場産業への相談、金融等の制度充実や地元の農家・企業・事業所等の交流・

連携の促進などによって、地場製造業の振興を図ります。また、企業立地に向け

た誘致活動と工業団地の造成をはじめとする企業の立地環境の整備をすすめる

ことによって、企業誘致を推進します。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□地場製造業の振

興 

 

 

地場産業の育成・支援 ・ 相談、融資等の制度充実による中小企業の

支援 

・ 専門分野の研究開発や技術開発への支援 

地場産業における連携促

進 

・ 地元の農家・企業・事業所等の交流の場づ

くり 

・ 地元の農家・企業・事業所等の連携による

事業展開の支援 

□企業誘致の推進 

 

 

企業誘致の推進 ・ 企業立地に向けた誘致活動の推進 

・ 工業用水の供給 

・ 工業団地の造成 

・ 道路、情報通信基盤等の環境整備 

 

③商業の振興 

  商業店舗と街路・公園等が一体となった商業空間の整備によって、商業環境の

充実と中心市街地のにぎわいづくりをすすめます。また、商店街の活性化を図る

取り組みを推進するとともに、地域商業における機能や商業サービスの充実など

による商店街の活性化を支援します。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□中心市街地のに

ぎわいづくり 

 

 

商業環境の充実 ・ 多様な店舗が一体となった商業空間の整備 

・ 街路・公園等を含めた商業集積計画の推進 

中心市街地のにぎわいの

創出 

・ 商業集積と街路整備や駐車場、小公園等の

複合整備 

・ 地元資本による多様な都市型サービスの進

出促進 

□商店街の活性化

支援 

 

 

 

商店街の活性化支援 ・ 商店街の活性化を図る取り組みの推進（空

き店舗対策等） 

・ 魅力ある街並みの再生支援 

・ 地域生活に密着した店づくりや生活支援サ

ービスの促進による地域商業の機能充実支

援 
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商業サービスの充実支援 ・ 注文販売、宅配、移動販売等の商業サービ

スの充実支援 

流通業務の支援 ・ 流通業務団地の造成 

 

④観光の振興 

  新市観光協会の設立や統一した標識の整備や景観づくり、住民による案内制度

等によって観光地としての魅力を高め、宣伝活動や誘客活動によって観光プロモ

ーションを推進します。あわせて、観光・レクリエーション施設の機能充実や新

たな観光・交流施設の整備をすすめて観光資源の充実を図るとともに、地域のさ

まざまな観光資源や地域資源を結ぶ観光ルートを設定し、観光資源の活用を推進

します。また、多様な体験交流事業の展開によって、観光と農林業・商業等との

連携強化を図ります。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□観光地の魅力向

上 

魅力ある観光地づくりの

推進 

・ 案内板計画の策定 

・ 花や緑を活かした特色ある景観づくりの推

進 

・ 観光情報の一元管理による情報発信・情報

提供の推進 

・ 観光客への情報提供や観光案内、各種手続

きを行う観光オペレーション機能の充実 

・ 観光ボランティア、ボランティアガイド制

度等による住民参画によるもてなしの向上 

観光プロモーション活動

の推進 

・ 新市観光協会の設立 

・ 観光パンフレット、ホームページ、新聞、

テレビ、ラジオ等を活用した観光宣伝 

・ 旅行代理店等との連携による誘客促進 

・ アンテナショップの開設等による観光・地

域物産等の宣伝 

□観光資源の活用 

 

 

 

観光・レクリエーション施

設の機能充実 

 

・ 既存観光施設の改装・改修等による魅力向

上 

・ 温泉施設の改装・改修と周辺整備 

新たな観光・交流施設の整

備 

・ 新たな観光・交流施設の整備による集客力

の向上 

・ （仮称）遊学の丘公園の整備 
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地域資源のネットワーク

化 

・ テーマ設定による地域の観光資源を結ぶ観

光ルートの設定 

・ 学習や体験を含めた満足度の高いルート設

定 

県立公園等の整備 ・ 龍頭・八重滝県立自然公園や尾原ダム湖公

園の整備 

□体験交流事業の

展開 

 

 

体験交流事業の推進 ・ 自然・歴史文化・伝統芸能・農村文化・農

林業・畜産酪農・レクリエーション等をテ

ーマとした体験交流プログラムの策定 

農林業・商業等との連携強

化 

 

 

・ 観光施設に加えて農家や飲食店、宿泊施設

等との連携による受入態勢の充実 

 

⑤新産業の創出 

 新産業創出に向けた環境づくりとして、行政や関連機関の連携による総合的な

支援体制の構築や農業特区等の導入を図るとともに、起業化支援制度の確立や多

様な起業家の育成などの起業化支援を推進します。また、産学官の連携をすすめ、

専門的・学術的研究に基づく新商品開発や新ビジネスの開発に取り組みます。 

 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□産業創出の環境

づくり 

 

 

産業振興支援体制の充実 ・ 新産業創出に向けた行政体制の充実 

・ 企業支援・産業創出機能の強化 

農業特区等の導入 ・ 地域特性を活かした農業特区等の導入 

・ 特区への参入・事業化の促進 

総合的な支援体制の構築 ・ 企業・事業所、研究機関、行政の連携体制

の確立 

・ 産学官の連携体制の構築 

・ しまね産業振興財団等の産業支援機関との

連携強化 

□起業化支援の推

進 

 

 

 

起業化支援の充実 ・ 起業家への融資制度等、起業化支援制度の

確立 

・ 事業拠点の貸与等、起業化支援機能の強化 

多様な起業家の育成 ・ 人材育成の推進（起業家教育、女性や高齢

者の能力発揮） 

・ 地域社会を支えるコミュニティビジネスの

育成・支援 

□地域資源の活用 

 

 

地域資源を活かした新産

業の創出 

・ 桜など地域資源を活用した製品開発の推進 

・ 産学官連携による専門的・学術的研究に基

づく新ビジネスの開発 
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⑥就労の場の創出 

  新産業や新ビジネスの開発や多様な就業形態の導入を促進し、地域における魅

力ある職種の開発をすすめると同時に、就労環境の向上や働きやすい職場づくり

など、魅力ある就労の場の創出を促進します。また、UJI ターン希望者に対する

就労情報の提供や地元企業の受け入れ促進等の取り組みにより、UJI ターンの促

進を図ります。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□魅力ある職種の

開発 

新たな職種の開発 ・ 新産業や新ビジネスの開発による新たな職

種の開発 

・ 若年層にとって魅力ある職種の導入促進 

・ 高齢者等の知恵や技術が活かせる職種の開

発 

・ 専門的な知識や技能、経験等を活かせる職

種の開発 

多様な就業形態の導入促

進 

・ 情報通信環境を活かした SOHO 事業等、在

宅勤務の導入促進 

・ 人材バンクやボランティア制度等の充実に

よる就業機会の提供 

□魅力ある就労の

場の創出 

就労環境の向上 ・ 労働条件の改善による就労環境の向上 

・ 勤労者福祉施設の充実 

魅力ある職場づくりの推

進 

・ 安全で働きやすい職場づくりの促進 

・ 仕事と子育てを両立しやすい職場づくりの

促進 

□UJI ターンの促

進 

UJIターン者への就労情報

の提供 

・ UJI ターン希望者に対する地元企業の求人

情報等の提供など、情報提供・相談体制の

充実 

UJIターン者の企業受入の

促進 

・ 地元企業の UJI ターン者受入の促進 

・ 若者や高齢者、女性が働きやすい職場環境

づくりの促進 
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（１） オンリーワンプロジェクトの基本的な考え方 

 オンリーワンプロジェクトは、旧町村それぞれの特色や資源を活かした取り組

みによって、個性豊かな地域の連携による新しい日本のふるさととしての新市の

個性化を図るプロジェクトです。 

 このプロジェクトは、旧町村の総合振興計画に基づくこれまでのまちづくりの

成果を引き継ぎ、さらに地域別の整備方針を踏まえたものです。旧町村の個性あ

るまちづくりの上に、新市における課題を克服し、新市のもつ特性を伸長するも

ので、６つのプロジェクトによって構成します。６つのプロジェクトは、新市全

体の宝物です。 

 

（２） オンリーワンプロジェクトの基本方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大東地域【健康】 

悠々タウン大東 

市民が憩う健康増進の 

場づくりと医療の充実 

三刀屋地域【にぎわい】 

神話に薫る花の街 

インターチェンジ周辺の 

にぎわいの場づくり 

加茂地域【人材育成】 

遊学の郷・加茂 

歴史と文化による 

遊学の郷づくり 

木次地域【シンボル】 

さくら咲く健康の町 

日本一のさくらのまち 

づくりと健康農業の推進 

掛合地域【コミュニティ】 

ひと活きていのち輝くまち 

新しいふるさと創生と 

コミュニティづくり 

吉田地域【歴史文化】 

鉄の歴史村 

文化遺産の保存と 

街並み整備 

ｵﾝﾘｰﾜﾝ 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの

基本方向 

６ オンリーワンプロジェクト 
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（３） オンリーワンプロジェクトの事業構成 

オンリーワンプロジェクトの基本方向を踏まえて、事業構成を次のように設定

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ
ン
リ
ー
ワ
ン
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 

～
個
性
豊
か
な
地
域
の
連
携
に
よ
る
新
市
づ
く
り
～ 

大東地域 

悠々タウン大東 

市民が憩う健康増進の場

づくりと医療の充実 

 

■公立雲南総合病院への交通利便性の向上 

■市民が憩う健康増進の場づくり 

加茂地域 

遊学の郷・加茂 

歴史と文化による 

遊学の郷づくり 

 

■歴史・文化による遊学の郷の拠点づくり 

■生涯学習の充実による人づくり 

木次地域 

さくら咲く健康の町 

日本一のさくらのまち 

づくりと健康農業の推進 

 

■日本一のさくらのまちづくりの新市展開 

■中山間地域の健康農業の推進 

三刀屋地域 

神話に薫る花の街 

インターチェンジ周辺の

にぎわいの場づくり 

 

■インターチェンジ周辺における商業の振興 

■にぎわい交流拠点の創出 

吉田地域 

鉄の歴史村 

文化遺産の保存と街並み

整備 

 

 

■文化遺産の保存など鉄の歴史村の継承 

■街並み整備や交流産業の開発 

掛合地域 

ひと活きていのち輝く

まち 

新しいふるさと創生と 

コミュニティづくり 

ミュニティづくり 

■農村のコミュニティ活動拠点づくり 

■農村文化の継承による新しいふるさと創生 
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（４） オンリーワンプロジェクトの事業内容 

①大東地域～悠々タウン大東 市民が憩う健康増進の場づくりと医療の充実 

■公立雲南総合病院への交通利便性の向上 

公立雲南総合病院や JR 出雲大東駅周辺を都市計画事業とあわせ新市における

公共交通の起点・終点として整備し、公立雲南総合病院への接続をはじめとする

交通利便性の向上を図り、新市における交通結節点の機能強化を図ります。 

 

事 業 項 目 事 業 内 容 

JR 出雲大東駅周辺の

交通・交流拠点の整備 

JR出雲大東駅舎や駅前広場、バス・タクシーの乗降場、

公立雲南総合病院との連絡道等の一体的整備 

 

■市民が憩う健康増進の場づくり 

温泉利用による健康増進、保健予防の充実を図る温泉施設「湯の駅」等の周辺

整備をすすめ、市民の健康づくりや体力づくりの拠点として、また憩いの場とし

ての活用を図ります。 

 

事 業 項 目 事 業 内 容 

「湯の駅」温浴施設の

整備 

市民の健康づくりや体力づくり、憩いの場など、公立雲

南総合病院と連携する健康増進拠点として、海潮天然温

泉を利用した温浴施設の整備 

 

 

②加茂地域～遊学の郷・加茂 歴史と文化による遊学の郷づくり 

■歴史・文化による遊学の郷の拠点づくり 

歴史や芸術・文化とのふれあいや体験の場として（仮称）遊学の丘公園を整備

し、銅鐸文化や陶芸などの芸術、また地域の農産物等を通じた市民や都市住民の

幅広い交流活動の場として活用します。 

 

事 業 項 目 事 業 内 容 

（仮称）遊学の丘公園

の整備 

古代出雲文化や銅鐸文化をはじめとする多様な文化に

触れ体験ができ、地域の農産物等を通じた幅広い交流の

場となる公園施設等の整備 
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■生涯学習の充実による人づくり 

ビリオネア大学等の住民参加による多様な芸術文化活動を推進するとともに、

ラメール等を中心とした市民の文化芸術鑑賞や体験学習等の機会充実を図り、新

市における生涯学習と人材育成を推進します。 

 

事 業 項 目 事 業 内 容 

文化・芸術活動等、生

涯学習の推進 

ビリオネア大学の市民ミュージカル等、住民参加による

文化芸術活動への支援や文化芸術鑑賞、体験学習等の生

涯学習機会の提供 

 

 

③木次地域～さくら咲く健康の町 日本一のさくらのまちづくりと健康農業の推進 

■日本一のさくらのまちづくりの新市展開 

 新市全域を花舞台として住民参画ですすめる花と緑の景観づくりのシンボル

拠点として、趣のある市街地整備にあわせ桜並木の保存・拡充整備等に取り組み、

日本一のさくらのまちづくりの新市展開を図ります。 

 

事 業  項目 事 業 内 容 

日本一のさくらのまち

づくり事業の推進 

市街地整備等と連動した新たな桜の名所づくりや、桜や

つつじの維持管理の推進や、桜をモチーフにした特産品

開発、イベント開催、市民創作劇の支援、観光宣伝など

の推進 

 

■中山間地域の健康農業の推進 

中山間地域を中心に有機農業の推進を積極的に支援し、研究・普及活動や地元

有機農産物の消費促進運動の展開によって健康農業を推進するとともに、学校給

食への地元農産品の供給等によって地域ぐるみの食育運動を展開します。 

 

事 業 項 目 事 業 内 容 

有機農産物の生産と地

産地消の推進 

健康農業をすすめる会を中心とした有機農業の研究・普

及活動の推進の支援と学校給食野菜生産組合を中心と

した地元野菜の供給や食育運動の展開 
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④三刀屋地域～神話に薫る花の街 インターチェンジ周辺のにぎわいの場づくり 

■インターチェンジ周辺整備による商業の振興 

陰陽を結ぶ交通網の結節点である三刀屋木次インターチェンジ周辺において、

商業集積用地の整備による多様な商業店舗の集積を促進し、新市における流通や

商業機能の充実強化を図ります。 

 

事 業 項 目 事 業 内 容 

三刀屋木次インターチ

ェンジ周辺の商業の振

興 

商業集積用地の整備と大型商業店舗や物流センターの

誘致の促進 

 

■にぎわい交流拠点の創出 

都市計画の策定とそれに基づく道路、住宅、公園等の整備に加え、民間活力に

よる商業店舗の展開等を導入しながら、快適な都市機能を備えたにぎわい交流拠

点の総合的な整備を促進します。 

 

事 業 項 目 事 業 内 容 

ニュータウンの整備に

よるにぎわいづくり 

都市計画策定と道路や公園、公共施設などの各種都市計

画事業の推進、民間活力の導入によるにぎわいの場の形

成 

 

 

⑤吉田地域～鉄の歴史村 文化遺産の保存と街並み整備 

■文化遺産の保存など鉄の歴史村の継承 

たたら製鉄に係る重要伝統的建造物群の保存地区選定に向けて、菅谷たたら山

内の学術的調査等を推進し、貴重な歴史文化遺産の保存と活用をすすめ、新市に

おける鉄の歴史村の継承に取り組みます。 

 

事 業 項 目 事 業 内 容 

菅谷たたら山内と重要

伝統的建造物群の保存 

菅谷たたら山内の地区選定に向けた学術的調査の実施

と重要伝統的建造物保存地区における保存・復元事業の

推進 
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■街並み整備や交流産業の開発 

鉄山師の街並みが残る本通りの街並み整備を住民参加によってすすめるとと

もに、地域の生活文化の活用や出身芸術家の協力を活かした交流拠点や集客拠点

づくりによって、新たな交流産業の開発を図ります。 

 

事 業 項 目 事 業 内 容 

鉄山師の街並み整備と

交流施設の整備 

本通りの街並み修景や道路、駐車場、広場などの環境整

備と交流拠点となる展示施設や既存建物を活用した集

客施設の整備 

 

 

⑥掛合地域～ひと活きていのち輝くまち 新しいふるさと創生とコミュニティづくり 

■農村のコミュニティ活動拠点づくり 

公民館機能を備えた地域複合拠点としてコミュニティセンターの整備をすす

め、地域の集会施設、伝統文化等の伝承の場、スポーツ施設や広場等としての機

能のほか、地域の福祉拠点としての機能拡充を図ります。 

 

事 業 項 目 事 業 内 容 

農村文化コミュニティ

センターの整備 

伝統文化の伝承や福祉活動など、コミュニティ活動の拠

点としての機能をもつ既設の集会施設との複合的な地

域拠点の整備 

 

■農村文化の継承による新しいふるさと創生 

コミュニティセンターにおける酒蔵資料館や一式飾り展示等による農村文化

の保存継承や多様な交流活動の取り組みを支援し、新市南部の中核的な集会施設

としての活用と農村文化の継承による新しいふるさと創生を図ります。 

 

事 業 項 目 事 業 内 容 

農村文化ふるさと創生

館としての機能充実 

中央公民館としての機能やホール、伝統文化・伝統芸能

などの農村文化の継承施設など、中核的なコミュニティ

センターの機能充実 
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「生命と神話が息づく新しい日本のふるさとづくり」を目指す住民と行政の協

働のまちづくりの推進体制として、行政システムの変革と効率的で信頼される行

政運営に取り組みます。 

特に、市町村合併は行財政の仕組みを新しいまちづくりへの挑戦に向けて改革

する契機であり、行政組織が変わることによって、市民と行政がまちづくりに向

けた力強い絆を生み出すチャンスでもあります。新市では行政運営の改革、組織

機構、財政管理、政策推進、専門職の設置への取り組みを重点的にすすめ、新市

建設計画の着実な実現を図ります。 

基本施策では、住民と行政の協働を推進し総合センター（支所）の機能充実を

図ると同時に、効率的な行政運営と健全な財政運営、行政サービスの向上を図り

ます。 

 

（１） 重点施策：市民の期待に応える行政組織に向けた改革の推進 

①行政運営の改革 

・迅速性の重視、経費に対する意識の徹底、成果主義への転換による行政経営の

視点の導入 

・住民や NPO、企業と行政が協働で政策を推進していく仕組みづくり 

・行政直轄事業や外郭団体事業等の見直し、業務のアウトソーシング、職員の定

数削減等に向けた推進組織の設置とその推進 

 

②組織機構の改革 

・総合センター（支所）の機能充実による現場主義の行政サービス 

・組織機構のグループ制やフラット化等の導入による業務効率性の向上 

 

③財政管理の効率化 

・財政運営や外郭団体の経営管理をマネジメントする財務管理の専門職の配置 

 

④政策推進の強化 

・政策評価や新市建設計画をはじめとした長期計画の進捗管理を専門に行う政策

評価部門の創設 
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⑤専門職（部門）の新たな設置 

○産業振興 

・産業振興及び産業創出部局の設置（例 新市産業振興センター） 

・専門的職員としての民間人の登用や中国経済産業局等との人事交流の検討 

 

○その他 

・行政改革、人権、男女共同参画、国際交流、子育て支援、環境対策など 

 

（２） 基本施策：行財政 

①住民と行政の協働 

 住民参画によるまちづくりの基本姿勢としてまちづくり基本条例を制定する

とともに、情報公開の推進や広報活動の充実を図り、住民と行政の協働によるま

ちづくりを推進します。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□協働のまちづく

りの推進 

 

 

まちづくり基本条例（市

民憲章）の制定 

・ 住民参画によるまちづくりの基本姿勢とし

ての市民憲章の作成 

・ まちづくり基本条例の制定 

協働の仕組みづくり ・ NPO や地域自主組織等との協働の仕組みづ

くりの推進 

情報公開の推進 ・ 情報公開制度の確立と情報公開の推進 

・ 個人情報の保護 

広報活動の充実 ・ 広報体制の確立と広報活動の充実 

・ ケーブルテレビの有効活用等による効率的

な情報提供の推進 

 

② 総合センター（支所）の機能充実 

 総合センター（支所）の施設・設備の充実を図り、地域ごとに住民サービスの

提供や住民意見の把握、住民の地域活動への支援などに取り組み、旧町村単位の

身近な行政拠点の機能充実を図ります。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□総合センター

（支所）の機能

充実 

 

支所の施設・設備の充実 ・ 旧町村庁舎の施設整備 

住民サービスの提供 ・ 利便性の高い住民窓口サービスの提供 

地域振興機能の充実 ・ 住民意見の把握 

・ 地域課題への対応、解決 

・ 住民の地域活動の支援 
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③効率的な行政運営 

 効率的な行政運営を図るため、組織・機構の構築と職員の意識改革を推進し、

新たな行政組織を確立します。また、経営手法の確立や行政評価システム、外部

監査機能の導入等の政策マネジメント機能の充実によって、行政運営手法の確立

を図ります。  

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□新たな行政組織

の確立 

 

 

 

組織・機構の構築 ・ 支所機能を重視した組織内分権型の組織・

機構の構築 

・ 本庁・総合センター（支所）の役割分担に

よる効率的な行政運営 

・ 組織のフラット化の検討 

・ 専門職（部門）の設置と専門的職員等の配

置 

・ 行政改革推進組織の設置 

職員の意識改革の推進 ・ 協働のまちづくりに向けた行政職員の意識

改革の推進 

□行政経営手法の

確立 

 

 

経営手法の確立 ・ ISO認証取得等、国際基準レベルの行政手法

の確立 

政策マネジメント機能の

充実 
・ 事務事業評価・政策評価等、行政評価シス

テムの導入 

・ 外部監査機能の導入 

 

④健全な財政運営 

 財政計画に基づく事業の推進や財政分析を実施すると同時に、財政構造の健全

化や自主財源の確保に取り組み、計画的な財政運営を推進します。また、事務事

業の効率化や広域行政の推進によって、財政運営の効率化を図り新市建設計画の

着実な実現を図ります。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□計画的な財政運

営 

計画的な財政運営 ・ 財政計画に基づく事業の推進 

・ 貸借対照表の作成による財政分析の実施 

財政構造の健全化 ・ 繰上償還の実施 

・ 負担金・補助金・交付金の適正化 

・ 人件費・物件費等の経費削減 
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自主財源の確保 ・ 受益者負担の適正化 

・ 徴収率の向上 

・ 課税客体の公平な把握 

・ 未利用財産の処分 

□財政運営の効率

化 

 

 

事務事業の効率化 ・ 公共施設等の管理・運営の適正化 

民間活力の導入 ・ 民間委託や PFI等による民間活力の導入 

広域行政の推進 ・ 雲南広域連合等との連携による広域行政の

推進 

 

⑤行政サービスの向上 

 専門的知識をもつ職員の育成・確保等による専門性の高いサービスの提供や職

員の資質向上によって、行政サービスの高度化を図ります。また、窓口サービス

の充実や電子自治体の推進によって、行政サービスの利便性の向上を図ります。 

主要施策 主 要 事 業 事 業 概 要 

□行政サービスの

高度化 

専門性の高いサービスの

提供 

・ 各分野における専門的知識をもつ職員の育

成・確保 

・ 施策内容に対応したプロジェクトチーム等

の結成 

職員の資質向上 ・ 自主研修、体験研修、体系的研修制度の充

実 

・ 行政に精通した専門家の育成 

□行政サービスの

利便性の向上 

窓口サービスの充実 ・ 地域に密着した窓口サービスの充実 

電子自治体の推進 ・ 電算システムの統合による行政サービスの

電子化の推進 

・ 情報通信網を活用した各種申請・施設予約

等の利便性の向上 
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都道府県は合併市町村の建設に資するため、市町村建設計画を達成するための

事業の実施その他の必要な措置を講ずるよう努めることとなっています。新市建

設を総合的かつ効果的に推進するため、新市では、島根県の各種施策に参画する

とともに、以下のような国及び県事業を地域の状況を踏まえた整備方法等により、

円滑に実施されるよう連携、協力を図りながら積極的に推進するものとします。 

 

分 類 事業項目 主 要 事 業 該当地域 

都市基盤・生活環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

治水事業の推進 尾原ダム建設事業 木次 

水源の確保 水道用水供給事業 

（第２期拡張事業） 

加茂 

 

高速道路網の整

備 

 

 

 

 

中国横断自動車道尾道松江線建

設事業（三刀屋木次インターチ

ェンジ以南の整備） 

木次・三刀屋・

吉田・掛合 

 

国道 54号拡幅整備事業 

（加茂木次境～三刀屋木次イン

ター線） 

加茂・木次・ 

三刀屋 

道路網の整備 

 

 

国道 54号三刀屋トンネル拡幅事

業 

三刀屋 

国道 314 号改良（再舗装、修繕）

整備 

木次・三刀屋 

吉田 

県道整備の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

（主）松江木次線（（都）新庄飯

田線）飯田工区 土地区画整理事

業区内 

大東 

（主）松江木次線 須賀～薦沢

間 

大東 

 

（主）松江木次線 大東街道踏

切～駅前町道阿用停車場線交点 

大東 

 

（主）玉湯吾妻山線（（都）神田

大通線） 町民体育館～西町 

大東 

（主）玉湯吾妻山線 遠所工区 大東 

１ 建設計画期間中の推進事業 
 
 

第
８ 

 

新
市
に
お
け
る
国
・県
事
業
の
推
進 



 
98 

 

分 類 事業項目 主 要 事 業 該当地域 

都市基盤・生活環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県道整備の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（主）出雲三刀屋線 伊萱地内 三刀屋 

（主）川本波多線 波多工区 掛合 

（主）安来木次線（（都）出雲西

城線） 

木次 

（主）安来木次線 上久野工区 

中久野工区 真金工区 寺領地内 

大東・木次 

（主）出雲仁多線 根波別所工区 三刀屋 

（主）大東東出雲線 小河内工区 大東 

（一）出雲大東線 大東下分工区

上げ～西大橋間 

大東 

 

（一）掛合大東線 西日登工区 

宇谷地内 東日登工区 多久和

上熊谷間 掛合地内 西阿用地

内 中野多久和間 掛合町境中

野間 

大東・木次 

三刀屋・掛合 

 

（一）三刀屋佐田線 加食田地内 三刀屋 

（一）木次直江停車場線 三代

工区 

加茂 

（一）上久野大東線 清田工区 

塩田工区 金成橋上 清田 

大東 

 

（一）杉戸仁多線 梅木工区  

金原工区 曽木工区 深野工区 

深野交差部 

吉田 

 

（一）稗原木次線 地王工区 

高窪工区 

三刀屋 

 

（一）吉田三刀屋線 多久和工区 

多久和三刀屋間 六重地内 

吉田村起点部 

三刀屋 

吉田 

（一）吉田頓原線 吉田町工区 

大吉田工区 民谷工区 

吉田 
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分 類 事業項目 主 要 事 業 該当地域 

都市基盤・生活環境 県道整備の推進 （一）宮内掛合線 穴見工区 

入間工区 

掛合 

（一）佐田八神線 寸後谷工区 掛合 

（一）吉田掛合インター線 吉田 

農道、林道整備の

推進 

農林漁業用揮発油税財源身替農

道整備事業 

 

 ・砂子原２期 加茂 

・宇谷、大原第２ 木次 

 ・木次、加茂 加茂・木次 

・萱野、禅定 三刀屋・掛合 

ふるさと農道整備事業 三刀屋 

・熊萱 

一般農道整備事業 吉田 

・上山 

 ほ場整備の推進 経営体育成基盤整備事業 

（ほ場整備事業） 

 

 

・北大西、加茂西、三代 加茂 

・養賀 大東・加茂 

中山間地域総合整備事業  

・飯石北、飯石南 三刀屋・吉田・

掛合 

・大原 大東・木次 

農地保全の推進 地すべり対策事業 

 

６町村 

治山事業の推進 治山事業 

・山地治山 

・保安林整備 

・水土保全治山 

・水源地域整備 

・地すべり防止 

６町村 
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分 類 事業項目 主 要 事 業 該当地域 

都市基盤・生活環境 治水事業等の推

進 

通常砂防工事 ６町村 

急傾斜地崩壊対策工事 ６町村 

河川改修事業  

・赤川、支川山田川 大東 

・請川 木次 

・鳴滝川、内原川 加茂 

生涯学習・教育文化 学校施設の充実 三刀屋高校総合学科棟整備事業 三刀屋 

文化財の保存と

活用 

古代文化の郷“出雲”整備事業 

・文化財を野外博物館としてネッ

トワーク化 

６町村 
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合併協議会で県事業として実施していくことの重要性が確認されている事業

で、引き続き、県等の協議をすすめ、その実施に向け早急に取り組みます。 

 

分 類 事業項目 主 要 事 業 該当地域 

都市基盤・生活環境 自然とふれあう

場づくりの推進 

県立尾原ダム湖公園整備事業 木次 

２ 県事業としての実施に向けて引き続き推進する事業 
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合併協議会での新市建設計画協議の中で重要性及び必要性の認識が得られて

いる事業については、国及び県等と協議・調整を行い、事業実現に向けた取り組

みを新市ですすめていきます。 

 

分 類 事業項目 主 要 事 業 該当地域 

都市基盤・生活環境 水源周辺環境整備 稗原ダム周辺の環境整備 三刀屋 

県道整備の推進 （主）松江木次線（（都） 新庄

飯田線）区画整理事業地内～新

庄 

大東 

（主）松江木次線 温泉工区 

R54～法務局 

大東・木次 

 

（主）玉湯吾妻山線（（都）神田

大通線）西町～古城 

大東 

 

（主）掛合上阿井線 梅木～仁

多町境 

吉田 

（主）安来木次線 真野谷地内 大東 

（一）木次横田線  大東・木次 

（一）出雲大東線 西大橋～古

城間 

大東 

（一）木次直江停車場線 

R54～加茂町境 

木次 

（一）海潮宍道線 玉湯吾妻山

線入口付近 

大東 

（一）上久野大東線 笹谷地内 

長安寺～代官家間 

大東 

（一）稗原木次線 簸上橋 木次 

（一）吉田頓原線 民谷工区の

残区間 

吉田 

県営住宅団地 住宅団地の整備 ６町村 

産業・雇用 

 

企業誘致の推進 

 

インターチェンジを核とした工

業団地の造成 

６町村 

 

生涯学習・教育文化 地域教育の推進 

 

地域教育コーディネーターの配

置 

６町村 

 

３ 実現に向けて取り組む国・県事業等 
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 公共施設等については、財政状況を踏まえ、効率的な整備と運営をすすめてい

く必要があります。また、管理運営団体の見直しを行いながら、施設の統廃合の

検討を行います。一方で、住民生活に急激な変化を及ぼさないよう十分配慮する

ことも必要です。 

 こうした視点に立ち、新市において具体的に検討していくこととします。 

さらに、新たな公共施設等の整備についても、財政状況を踏まえ、事業の効果

や効率性について十分に議論を行うとともに、既存の公共施設を可能な限り有効

に活用するなど、効率的な整備に努めます。また、その際、地域の特殊性を考慮

するとともに、交通・情報通信網といった基盤整備状況等を踏まえ、利便性のバ

ランスが保たれるように配慮します。 

 なお、新市の本庁舎については、当面は、既存施設の有効利用の観点から、木

次町役場に置くものとし、新たな本庁舎は、今後、財政状況等を勘案の上、新市

建設計画の期間中の建設を目指します。 

 また、合併以前の町村役場については、住民生活に密着した行政サービスを提

供し、地域住民と連携したまちづくりをすすめるため、支所機能やまちづくり機

能を有する施設として活用します。これらの施設は、ネットワークの強化等を図

っていくとともに、複合的な利用を図るなど、既存施設の有効活用をすすめます。 
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財政計画は、新市建設計画に定められた施策を計画的に実施していくために、

今後の財政見通しを明らかにするとともに、長期的展望に立って限られた財源の

効率的な運用を図り、適切な財政運用を行うために策定するものであり、新市の

財政運営の指針となるものです。 

計画期間は平成 17 年度から平成 36 年度までの 20 年間とし、普通会計ベース

で策定します。なお、平成 16 年度から平成 29 年度までは決算額、平成 30 年度

は、決算見込額を計上し、平成 31 年度から平成 36 年度までは雲南市中期財政計

画及び長期推計に基づき算定します。また、水道、下水道、市立病院など特別会

計・企業会計分の経費については、普通会計の中で繰出金、補助金として計上し

ます。 

国や地方をとりまく社会情勢が大きく変わりつつある中、平成 16 年度から平

成 18 年度の 3 年間については、いわゆる三位一体の改革が実施され、地方交付

税及び臨時財政対策債の発行可能額が大きく削減されました。 

このことは、歳入において一般財源の多くを地方交付税に求める雲南市にとっ

ては、予測を大きく超えたものであり、行財政運営においてこれまでにない厳し

い対応を迫られ、平成 17 年度に財政非常事態を宣言し、職員の給与カットや職

員定数の削減、普通建設事業費や補助金の見直し等に取り組んできました。 

 一方、平成 20 年度から国において経済対策が積極的に実施され、数回にわた

る各種臨時交付金の交付や平成 22 年度からの過疎債のソフト事業への拡充など

により、平成 24 年度当初予算において、合併後初めて基金を取り崩すことなく

予算編成を行うことができました。このような中、平成 24 年度には、過疎法と

合併特例債の特例に関する法律の期間がそれぞれ 5年間延長され、さらに平成 30

年度には、合併特例債の特例に関する法律の期間が 5年間延長されました。引き

続き財政運営を見通しながら、この制度を積極的に活用していくこととします。 

 また、平成 24 年 8 月に成立した「社会保障と税の一体改革」にかかる法律に

基づき、平成 31 年 10 月 1 日から消費税が 10％に引き上げられることになってい

ます。地方財政におよぼす影響は大きく、今後の動向を注視する必要があります。 

さらに、平成 27 年度からは、普通交付税（臨時財政対策債を含む。）が、合併

算定替から一本算定へと段階的に移行され、雲南市は大きな影響を受けることに

なります。こうしたことから、雲南市と同様に大きな影響を受ける岡山県真庭市、

美作市、広島県安芸高田市と共同し、財源補償制度としての交付税制度や条件不

立地における新しい自治体の行政サービスの姿に向けた交付税上の課題につい

て研究し、「交付税制度研究会報告書」を取りまとめました。これをもとに、長

崎市や今治市などとも連携し、「合併算定替終了に伴う財政対策連絡会議」を立

ち上げ、合併市町村における様々な実態を踏まえた合併算定替終了後の財政支援

措置について、国に要望を行ってきました。この結果、平成 27 年 1 月に「市町

村の姿の変化に対応した交付税算定について(案)」が総務省から示され、合併算

定替分約 9,500 億円のうち約 7割の 6,700 億円程度が確保されることとなりまし

１ 策定の前提 
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た。雲南市においては、平成 30 年度算定ベースで一本算定との差額 27.2 億円の

うち 17.7 億円が措置される見込みとなりました。 

このような状況を踏まえ、本計画を一定の指針にしながら、中長期的な財政運

営の計画を立て、単年度ごとに堅実な財政運営を基調とした予算編成を行い対応

することになります。 
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（１） 健全財政の堅持 

地方財政をとりまく環境が今後一層厳しくなることを十分考慮し、合併による

財政特例措置の活用により新市のまちづくりに努める一方で、適切な歳入歳出見

積もりと行財政改革を実施するという健全財政堅持の考え方により、新市の財政

運営の指針・目安としての財政計画を策定します。 

 

（２） 算定方法 

平成 16 年度から平成 29 年度までは決算額であり、平成 30 年度は決算見込額

を積算し、平成 31 年度から平成 36 年度までは雲南市中期財政計画及び長期推計

に基づき算定します。 

  

（３） 普通建設事業費の確保 

普通建設事業費については、平成 31 年度から平成 35 年度までは、実施計画に

基づき計上し、平成 36 年度は、17 億円の事業費を計上しています。 

２ 策定方針 
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歳入 

（１） 地方税 

現行制度を基本とし、平成 31 年度当初予算額をベースに算定しています。均

等割については、平成 32 年度以降毎年 1.0％減するとともに均等割加算分の追加

をしています。所得割については、平成 32 年度以降は平成 31 年度と同額を計上

しています。 

 

（２） 地方交付税 

普通交付税については、普通交付税の算定の特例により算定しています。平成

27 年度から平成 32 年度までは、一本算定移行を反映（算定替額と一本算定額と

の差額分に平成 27 年度：0.9、平成 28 年度：0.7、平成 29 年度：0.5、平成 30

年度：0.3、平成 31 年度：0.1 を乗じた額を一本算定額に加えた額）して計上し

ています。 

特別交付税については、平成 31 年度 13.2 億円、平成 32 年度以降 13.5 億円と

同額を計上しています。 

 

（３） 国庫支出金・県支出金 

普通建設分については、事業別に計上しています。扶助費関連については、平

成 32 年度以降毎年 3.0％増で計上し、児童手当については、平成 32 年度以降毎

年 2.0％減で計上しています。その他については、平成 32 年度以降同額を計上し

ています。 

 

（４） 地方債 

新市建設計画、実施計画における事業実施にともない、合併特例債、過疎対策

事業債などの有利な地方債を活用することとして算定しています。なお、合併特

例債については平成 36 年度まで計上しています。 

 

（５） その他 

その他の歳入については原則これまでどおりを見込んでいますが、「社会保障

と税の一体改革」にかかる影響について、地方消費税交付金等で見込んでいます。 

３ 策定方法 
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歳出 

（１） 人件費 

定員管理計画に基づき、退職者の補充を抑制することによる一般職員数（普通

会計）の削減を見込んで算定しています。 

 

（２） 物件費 

平成 32、33 年度は、4.0％減、平成 34 年度以降は、3.0％減で計上しています。 

 

（３） 扶助費 

少子高齢化等への対応を想定して、児童手当については、平成 32 年度以降毎

年 2.0％減で計上し、その他については、平成 32 年度以降毎年 3.0％増を見込ん

で算定しています。 

 

（４） 補助費等 

 一部事務組合に係るものについては、通常分は平成 32、33 年度 4.0％減、平成

34 年度以降毎年 3.0％減で計上し、普通建設事業分は、事業別の計上をしていま

す。企業会計に係るものについては、経営計画に基づき計上しています。その他

については、平成 32、33 年度 4.0％減、平成 34 年度以降毎年 3.0％減で計上し

ています。 

 

（５） 公債費 

新市建設計画、実施計画に基づく事業の実施等にともなう新たな地方債に係る

償還見込額を加えて算定しています。 

 

（６） 普通建設事業費 

新市建設計画における主要事業に係る普通建設事業と実施計画に係る普通建

設事業を見込んで算定しています。 

 

（７） その他 

その他の歳出については原則これまでどおりを見込んでいますが、積立金につ

いて合併特例債の活用による新市振興基金の造成（10 年間同額計上）を見込んで

います｡ 
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（解
説
）財

政
計
画
の
算
定
方
法

 
 

 

１
．
平
成
３
０
年
度
は
、
決
算
額
見
込
み
額
を
基
準
と
し
、
平
成
３
１
年
度
は
、
当
初
予
算
額
に
平
成
３
０
年
度
か
ら
の
繰
越
額
と
、
そ
の
後
の
増
減
見
込
額
を
積
算
す
る
。
平
成
３
２
年
度
か
ら
平
成
３
６
年
度
に
つ
い
て
は
、
平
成
３
１
年
度
数
値
を
基
準
と
し
て
推
計
す
る
。
 
 

２
．
普
通
建
設
事
業
費
に
つ
い
て
は
、
新
市
建
設
計
画
、
実
施
計
画
を
考
慮
し
計
上
す
る
。
 

 
３
．
普
通
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
一
本
算
定
移
行
分
を
平
成
２
７
年
度
か
ら
計
上
す
る
。
（個
別
算
定
と
一
本
算
定
と
の
差
額
分
に
Ｈ
２
７
：０
．
９
、
Ｈ
２
８
：０
．
７
、
Ｈ
２
９
：０
．
５
、
Ｈ
３
０
：０
．
３
、
Ｈ
３
１
：０
．
１
を
乗
じ
た
額
を
一
本
算
定
額
に
加
え
た
額
） 

４
．
国
勢
調
査
に
伴
う
人
口
分
の
影
響
に
つ
い
て
、
本
計
画
に
反
映
す
る
。
 

 
５
．
総
務
省
よ
り
示
さ
れ
た
「市
町
村
の
姿
の
変
化
に
対
応
し
た
交
付
税
算
定
」に
つ
い
て
、
本
計
画
に
反
映
す
る
。
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付
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新 市 建 設 計 画 

生命
いのち

と神話が息づく新しい日本のふるさとづくり 

～未来を拓く 陰陽を結ぶ新たな中核交流拠点都市～ 

 

２００４年３月（策定） 

大東町・加茂町・木次町・三刀屋町・吉田村・掛合町合併協議会 

２０１３年３月（変更） 

雲 南 市 

２０１９年３月（変更） 

雲 南 市 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 


